
重点目標 ５ 生活上の困難や課題に直面する人々が安心して暮らせる環境の整備

施策の方向 (1)ひとり親家庭等への支援

施策の概要 ①ひとり親家庭等への経済的支援

具体的施策 母子父子寡婦福祉資金の貸付け

事業・取組名 母子父子寡婦福祉資金貸付事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 150,771千円 H28 207,355千円
(当初予算額)

１ 目的
配偶者のない女子又は男子で，20歳未満の児童を養育している者又は寡婦及び40歳以上の配偶者

のない女子に対し，その経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り，あわせてその扶養している児
事業・取組の 童の福祉を増進するため，必要な資金の貸付を行う。
目的，概要

２ 概要
【資金種類】 事業開始・事業継続・修学・技能習得・修業・就職支度・医療介護

生活・住宅・転宅・就学支度・結婚

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

○平成27年度（実績） ○平成28年度（計画）
事業・取組の 事業開始 0千円 医療介護 0千円 事業開始 8,490千円 医療介護 1,440千円
具体的実施状 事業継続 0千円 生活 9,448千円 事業継続 4,260千円 生活 5,059千円
況 修学 62,538千円 住宅 400千円 修学 64,480千円 住宅 6,000千円

技能習得 6,660千円 転宅 1,260千円 技能習得 8,569千円 転宅 626千円
修業 4,377千円 就学支度 16,351千円 修業 4,403千円 就学支度 11,934千円
就職支度 127千円 結婚 0千円 就職支度 264千円 結婚 900千円

合計 101,161千円 合計 116,425千円

具体的施策 ひとり親家庭等たすけあい資金の貸付け

事業・取組名 ひとり親家庭等たすけあい資金貸付事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県母子寡婦福祉連合会 予 算 額 H27 10,000千円 H28 10,000千円
(当初予算額)

○ひとり親家庭等たすけあい資金貸付事業
事業・取組の ①目 的 母子会の会員等の緊急な出費に対処するため貸付を実施する。
目的，概要 ②概 要 母子会の会員等の緊急な出費に対処するため貸付事業を実施する県母子寡婦福祉連合

会に対し，県がその原資を県母子寡婦福祉連合会に貸し付ける。
③実施主体 県母子寡婦福祉連合会

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の 県母連への原資貸付額 １０，０００千円 県母連への原資貸付額 １０，０００千円
具体的実施状
況 県母連の貸付額等

貸付件数 47件
貸付額 2,345千円

具体的施策 児童扶養手当の給付

事業・取組名 児童扶養手当給付事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 963,088千円 H28 982,986千円
(当初予算額)

１ 目的
父又は母と生計を同じくしていない児童について，児童扶養手当を支給することにより，児童の

福祉の増進を図る。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 父又は母と生計を同一にしていないか，父又は母が重度の障害の状態にある児童（１８歳に到達

する年度末までの者，ただし，重度の障害状態にある場合は２０歳未満）を監護する母又は父ある
いは養育する者に手当を支給する。
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３ 実施主体
県（国１／３，県２／３負担する）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 H27年度支給実績 父子世帯，母子世帯の家庭生活の安定と自立促進
況 と児童の福祉向上のために本事業に取組む。

延べ支給者数 6,120 人 併せて制度の周知徹底を図る。

支給額 939,750 千円

具体的施策 ひとり親家庭等への医療費の助成

事業・取組名 ひとり親家庭医療費助成事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 483,924千円 H28 496,238千円
(当初予算額)

○ひとり親家庭医療費助成事業
事業・取組の ①目 的 母子家庭，父子家庭等の健康を保持し，生活の安定と福祉の向上を図る。
目的，概要 ②概 要 母子家庭，父子家庭等に医療費の助成を行う市町村に対し，県がその経費の一部を補

助する。
③実施主体 市町村

事業・取組の Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
具体的実施状
況 助成延べ件数 352,080 件 母子家庭，父子家庭等に医療費の助成を行う市町

補助金額 483,873 千円 村に対し，県がその経費の一部を補助する。

施策の概要 ②ひとり親家庭の母等の就業等自立の支援

具体的施策 母子家庭の母等への就業相談等の実施と母子家庭等自立支援給付金の支給

事業・取組名 ひとり親家庭等就労支援対策事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 14,860千円 H28 128,271千円
市（福祉事務所設置町） (当初予算額)

母子家庭の母等の就業をより効果的に促進するため，個々の家庭状況，職業適性，就業経験等に応
事業・取組の じた就業相談の実施，就業に結びつきやすい就業支援講習会の実施，ハローワークと連携した就業情
目的，概要 報の提供など一貫した就業支援サービスを提供するとともに，生活の安定と児童の福祉の増進を図る

ため，養育費の取り決め等専門家による相談体制の整備などを総合的に行う。
また，母子家庭の母の就業を促進するため，個々の母子家庭の母の主体的な能力開発の取組への支

援や，母子家庭の母の就職に有利となる資格取得に対して生活費の支援を行い，母子家庭の母の自立
促進を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

○特別相談 ７回実施 ○特別相談 ２４回実施
事業・取組の ○就業相談員 １人配置 ○就業相談員 １人配置
具体的実施状 ○就業支援講習会 ４会場実施 ○就業支援講習会 ４会場実施
況 ○託児サ－ビス ３会場実施 ○託児サ－ビス ４会場実施

○自立支援教育訓練給付金（県実施分） ○自立支援教育訓練給付金（県実施分）
支給件数 １件 支給件数 ３件
支 給 額 １８千円 支 給 額 ６０千円

○高等職業訓練促進給付金（県実施分） ○高等職業訓練促進給付金（県実施分）
支給件数 ４件 支給件数 ７件
支 給 額 ４，２１０千円 支 給 額 ８，４００千円

○一時金（県実施分） ○一時金（県実施分）
支給件数 ３件 支給件数 ４件
支 給 額 １２５千円 支 給 額 ２００千円

○高等学校卒業程度認定試験合格支援事業
○ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

具体的施策 母子福祉センターの運営費補助及びひとり親家庭の連携促進

事業・取組名 県母子寡婦福祉連合会運営費補助事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課
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事 業 主 体 県母子寡婦福祉連合会 予 算 額 H27 8,861千円 H28 8,861千円
(当初予算額)

１母子福祉センター運営費補助
①目 的 県母子寡婦福祉連合会の運営費の補助

事業・取組の ②概 要 県内の市町村母子会の育成に当たっている県母子寡婦福祉連合会に対し，運営費の補
目的，概要 助を行い団体の育成強化，母子寡婦の福祉の増進を図る。

③実施主体 県母子寡婦福祉連合会
２母子対策事業

①目 的 各地区で母子家庭の母と子の研修会を実施する。
②概 要 母子家庭の母と子のふれあいの場と会員相互の連携を深めるため，県内各地で研修会

を実施する。
③実施主体 県母子寡婦福祉連合会

３母子・寡婦・父子対策事業
①目 的 母子会の連携，活性化を図るため，運動会等を実施する。
②概 要 母子寡婦父子の運動会を県本土及び離島の地区で開催するとともに，地区別の母子

寡婦研修会を実施する。
③実施主体 県母子寡婦福祉連合会

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

母と子の交歓研修 母と子の交換研修の実施
事業・取組の 開催地区 10地区
具体的実施状 参加人員 700人
況 母子寡婦父子合同運動会 母子寡婦父子合同運動会の実施

開催地区 ３地区
参加人員 1,213人

地区母子寡婦研修会 地区母子寡婦研修会の実施
開催地区 10地区
参加人員 1,540人

具体的施策 ひとり親家庭への家庭生活支援員の派遣

事業・取組名 ひとり親家庭等日常生活支援事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 333千円 H28 366千円
(当初予算額)

○ひとり親家庭等日常生活支援事業
事業・取組の
目的，概要 ①目 的 母子家庭の母等が修学等の自立促進に必要な事由や疾病等により，支援等のサービス

が必要な場合に家庭生活支援員を派遣し，必要な援助等を行う。
②概 要 母子家庭の母等が修学等の自立促進に必要な事由や疾病等により，支援等のサービス

が必要な場合に家庭生活支援員を派遣する。
③実施主体 県（県母子寡婦福祉連合会に委託）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の 家庭生活支援員派遣家庭数 １３世帯 家庭生活支援員を支援が必要な母子家庭等の世帯
具体的実施状 家庭生活支援員派遣延べ回数 ６２回 に派遣する。
況 家庭生活支援員派遣延べ時間 ４１７時間

＊ 家庭生活支援員登録人員 ３８８人
派遣対象家庭名簿搭載数 １，１６４件

具体的施策 母子家庭の母等に対する職業訓練

事業・取組名 雇用セーフティネット対策事業
(予算事業名) （母子家庭の母等に対する職業訓練） 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 6,891千円 H28 6,891千円
(当初予算額)

１ 目的
就労経験がない又は就労経験に乏しい母子家庭の母等，いわゆる長期失業状態にある母親等の

就職支援
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

民間教育訓練機関等を効果的に活用し，訓練受講及び就職への意識啓発を目的とした準備講習
を５日間実施した後に，３か月の職業訓練を実施。
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Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

科 目：ビジネス実務科①
事業・取組の 定 員：10人 応募者： 9人 入校者： 8人 科 目：ビジネス実務科（２コース）
具体的実施状 修了者： 8人 就職者： 5人 定 員：10人×２コース＝20人
況

科 目：ビジネス実務科②
定 員：10人 応募者：11人 入校者： 7人

修了者： -人 就職者： -人

施策の方向 (2)困難な状況に置かれた若者などの自立に向けた支援

施策の概要 ①若年期の自立支援

具体的施策 キャリア教育・職業教育の充実とライフプランニングの支援

事業・取組名 キャリアカウンセラー配置事業
(予算事業名) 所管課等 高校教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 12,096千円 H28 9,325千円
(当初予算額)

１ キャリアカウンセラー配置事業
①目 的 生徒が主体的に進路を選択・決定するなど，社会人・職業人として自立できるよう

に生徒へのカウンセリングや合同就職面接会の実施，新規求人開拓等の就職支援を行
事業・取組の う。
目的，概要 ②概 要 企業の管理職経験者等を「キャリアカウンセラー」として県立高校７校に配置する。

③実施主体 県教育委員会

※ 男女共同参画の視点では，男女を理由とする進路の偏り（例：女性だから文系）のないように，
本人の希望を尊重した指導などに努めることが必要である。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ キャリアカウンセラー配置事業 １ キャリアカウンセラー配置事業
事業・取組の ① 配置月数：11か月（５月～翌３月） ① 配置月数 11か月（５月～翌３月）
具体的実施状 ② 配置人数：９人(県立高校９校に配置) ② 配置人数 ７人(県立高校７校に配置)
況 （男７人，女２人）で県立高校64校を担当 （男６人，女１人）で県立高校61校を担当

③ 求人開拓実績 ③ 求人開拓
企業訪問件数：1,292件 ④ 進路相談

④ 進路相談数：1,493人

具体的施策 相談員等支援に携わる人材の養成

事業・取組名 若者自立支援対策推進事業【再掲】
(予算事業名) （かごしま子ども・若者総合相談センター事業， 所管課等 青少年男女共同参画課

ひきこもり地域支援センター事業）

事 業 主 体 鹿児島県青少年育成県民会 予 算 額 H27 25,800千円 H28 25,645千円
議 (当初予算額)

１ 目的
子ども・若者自立支援について，行政やＮＰＯ，関係機関・団体が一体となって連携・協力し，

効率的な支援への取組を推進する。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 (1) 相談窓口の運営

・「かごしま子ども・若者総合相談センター」の運営
ひきこもりを含むさまざまな相談（フリーター，ニート，不登校，いじめ，非行など）に

一括して対応し，適切な指導・助言などを行う。
・「ひきこもり地域支援センター」の運営

ひきこもり本人及び家族からの相談に対する相談窓口を運営する。
(2) 「かごしま子ども・若者支援地域協議会」の運営

関係機関・団体が相互に連携した支援ネットワークのための協議会を設立し，子ども・若者育
成支援に関する様々な情報やそれぞれの関係機関・団体の取組等の情報の共有化を図るととも
に，連携・協力体制を確立し，様々なケースに応じた適切な支援を行う

(3) 自立支援策の展開
自立に向けた支援や意識啓発等のため，ＮＰＯ法人等を活用した支援策の展開を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

かごしま子ども・若者支援地域協議会の運営 かごしま子ども・若者支援地域協議会の運営
事業・取組の ＮＰＯ等を含む自立支援のための24の関係機 ＮＰＯ等を含む自立支援のための25の関係機関
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具体的実施状 関・団体で構成され，必要な情報交換や支援の ・団体で構成され，必要な情報交換や支援の内容
況 内容に関する協議などを実施 に関する協議などを実施

① 代表者会議の開催 ① 代表者会議の開催
・期 日 平成27年5月14日 ・期 日 平成28年5月12日
・場 所 鹿児島県青少年会館 ・場 所 鹿児島県青少年会館

② 実務者連絡会議の開催 ② 実務者連絡会議の開催
・期 日 平成27年5月27日,8月26日, ・必要に応じて開催

10月15日,平成28年3月31日
・場 所 鹿児島県青少年会館

(10/15は霧島市すこやか保健ｾﾝﾀｰ)

具体的施策 関係機関のネットワークの構築，相談・支援体制の充実等

事業・取組名 若者自立支援対策推進事業
(予算事業名) （子ども・若者支援地域協議会） 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 鹿児島県青少年育成県民会 予 算 額 H27 25,800千円 H28 25,645千円
議 (当初予算額)

１ 目的
子ども・若者自立支援について，行政やＮＰＯ，関係機関・団体が一体となって連携・協力し，

効率的な支援への取組を推進する。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 (1) 相談窓口の運営

・「かごしま子ども・若者総合相談センター」の運営
ひきこもりを含むさまざまな相談（フリーター，ニート，不登校，いじめ，非行など）に

一括して対応し，適切な指導・助言などを行う。
・「ひきこもり地域支援センター」の運営

ひきこもり本人及び家族からの相談に対する相談窓口を運営する。
(2) 「かごしま子ども・若者支援地域協議会」の運営

関係機関・団体が相互に連携した支援ネットワークのための協議会を設立し，子ども・若者育
成支援に関する様々な情報やそれぞれの関係機関・団体の取組等の情報の共有化を図るととも
に，連携・協力体制を確立し，様々なケースに応じた適切な支援を行う。

(3) 自立支援策の展開
自立に向けた支援や意識啓発等のため，ＮＰＯ法人等を活用した支援策の展開を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

かごしま子ども・若者支援地域協議会の運営 かごしま子ども・若者支援地域協議会の運営
事業・取組の ＮＰＯ等を含む自立支援のための24の関係機 ＮＰＯ等を含む自立支援のための25の関係機関
具体的実施状 関・団体で構成され，必要な情報交換や支援の ・団体で構成され，必要な情報交換や支援の内容
況 内容に関する協議などを実施 に関する協議などを実施

① 代表者会議の開催 ① 代表者会議の開催
・期 日 平成27年5月14日 ・期 日 平成28年5月12日
・場 所 鹿児島県青少年会館 ・場 所 鹿児島県青少年会館

② 実務者連絡会議の開催 ② 実務者連絡会議の開催
・期 日 平成27年5月27日,8月26日, ・必要に応じて開催

10月15日,平成28年3月31日
・場 所 鹿児島県青少年会館

(10/15は霧島市すこやか保健ｾﾝﾀｰ)

事業・取組名 若者自立支援対策推進事業【再掲】
(予算事業名) （かごしま子ども・若者総合相談センター事業， 所管課等 青少年男女共同参画課

ひきこもり地域支援センター事業）

事 業 主 体 鹿児島県青少年育成県民会 予 算 額 H27 25,800千円 H28 25,645千円
議 (当初予算額)

１ 目的
子ども・若者自立支援について，行政やＮＰＯ，関係機関・団体が一体となって連携・協力し，

効率的な支援への取組を推進する。
事業・取組の ２ 概要
目的，概要 (1) 相談窓口の運営

・「かごしま子ども・若者総合相談センター」の運営
ひきこもりを含むさまざまな相談（フリーター，ニート，不登校，いじめ，非行など）に

一括して対応し，適切な指導・助言などを行う。
・「ひきこもり地域支援センター」の運営

ひきこもり本人及び家族からの相談に対する相談窓口を運営する。
(2) 「かごしま子ども・若者支援地域協議会」の運営

関係機関・団体が相互に連携した支援ネットワークのための協議会を設立し，子ども・若者育
成支援に関する様々な情報やそれぞれの関係機関・団体の取組等の情報の共有化を図るととも
に，連携・協力体制を確立し，様々なケースに応じた適切な支援を行う

(3) 自立支援策の展開
自立に向けた支援や意識啓発等のため，ＮＰＯ法人等を活用した支援策の展開を図る。
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Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

かごしま子ども・若者支援地域協議会の運営 かごしま子ども・若者支援地域協議会の運営
事業・取組の ＮＰＯ等を含む自立支援のための24の関係機 ＮＰＯ等を含む自立支援のための25の関係機関
具体的実施状 関・団体で構成され，必要な情報交換や支援の ・団体で構成され，必要な情報交換や支援の内容
況 内容に関する協議などを実施 に関する協議などを実施

① 代表者会議の開催 ① 代表者会議の開催
・期 日 平成27年5月14日 ・期 日 平成28年5月12日
・場 所 鹿児島県青少年会館 ・場 所 鹿児島県青少年会館

② 実務者連絡会議の開催 ② 実務者連絡会議の開催
・期 日 平成27年5月27日,8月26日, ・必要に応じて開催

10月15日,平成28年3月31日
・場 所 鹿児島県青少年会館

(10/15は霧島市すこやか保健ｾﾝﾀｰ)

事業・取組名 児童自立生活援助事業（児童保護措置費）
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 61,543千円 H28 77,249千円
(当初予算額)

１ 目的
児童の自立支援を図る観点から，義務教育終了後，児童養護施設，児童自立支援施設等を退所

し，就職する20歳未満の児童等に対し，共同生活を営むべき住居において，相談，日常生活の援
事業・取組の 助，生活指導，就業の支援を行い，併せて援助の実施を解除された者への相談その他の援助を行う
目的，概要 ことにより，社会的自立の促進を寄与することを目的とする。

２ 概要
義務教育終了児童等からの申し込みを受け，自立援助ホームに入所委託し，共同生活において，

日常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支援を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

【県内２カ所】 【県内３カ所】
事業・取組の 鹿児島市（定員１２人） 鹿児島市（定員１２人）
具体的実施状 奄美市 （定員１１人） 奄美市（定員 ９人）
況 奄美市（定員 ６人）※H28.4.1付届出あり

○利用者延べ人員 １７４人

事業・取組名 地域若者サポートステーション
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 国（厚生労働省） 予 算 額 H27 48,500千円 H28 34,000千円
(当初予算額)

１ 目的
学校卒業者若しくは中途退学又は離職後，一定期間無業の状態にある者の職業的自立を支援す

事業・取組の る。
目的，概要 ２ 概要

①キャリア・コンサルタント等による職業的自立に向けた専門的相談
②各種就職支援プログラム（職場体験等）
③各種セミナー等を通じた啓発，他の若者支援機関に誘導（リファー）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

●鹿児島若者サポートステーション ●鹿児島若者サポートステーション
事業・取組の ・運営主体：ＮＰＯ法人ワーカーズコープ ・運営主体：ＮＰＯ法人ワーカーズコープ
具体的実施状
況 ●霧島・大隅若者サポートステーション ●霧島・大隅若者サポートステーション

・運営主体：ＮＰＯ法人ワーカーズコープ ・運営主体：ＮＰＯ法人ワーカーズコープ

●奄美若者サポートステーション
・運営主体：ＮＰＯ法人奄美青少年支援センター

事業・取組名 スクールカウンセラー配置事業
(予算事業名) 所管課等 義務教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 59,088千円 H28 58,777千円
(当初予算額)
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小・中・高等学校の不登校やいじめなど，問題行動等の未然防止や早期発見・早期解決を図るため
事業・取組の に，児童生徒への心理的な支援に関して高度で専門的な知識及び経験を有するスクールカウンセラー
目的，概要 を，各小中学校のニーズに応じてより柔軟に対応できるよう，すべての公立中学校や希望する公立小

学校に，県教育委員会が派遣できるようにするとともに，公立高等学校３０校に派遣する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

全ての市町村へスクールカウンセラーを配置 全ての教育事務所へスクールカウンセラーを配置
事業・取組の 【全公立中学校】原則年１回以上 【全公立中学校】原則年１回以上
具体的実施状 （１回あたり３時間） （１回あたり３時間）
況 【希望する小学校】（１回あたり３時間） 【希望する小学校】（１回あたり３時間）

【高等学校】３０校 年１５回 【高等学校】３０校 年１５回
（１回あたり３時間） （１回あたり３時間）

具体的施策 修学のための学資金の貸与

事業・取組名 育英財団貸付事業
(予算事業名) 所管課等 総務福利課

事 業 主 体 （公財）鹿児島県育英財団 予 算 額 H27 478,326千円 H28 1,274,784千円
(当初予算額)

１ 高校生・大学生等に対する奨学金の貸与
目的 学業人物が優れているにもかかわらず経済的理由によって修学が困難な学生生徒に対し

て，学資金の貸与を行い，本県教育の発展を図る。
事業・取組の 概要 月額18,000円～64,000円（校種・公私通学区分による額）を在学中，貸与する。
目的，概要

２ 大学進学者に対する大学等入学時奨学金の貸与及び給付
目的 進学に伴う経済的負担の軽減を図るとともに,本県の将来を担う有為な人材を育成する｡
概要 ３つの枠により，入学時費用８０万円を大学等入学前に貸与・給付する。

ア 経済的理由により大学等への進学が困難な者を支援するための入学時費用の貸与制度
イ 鹿児島の将来を担う人材を育成するための卒業後の県内定着を条件とした返還免除制度
ウ 経済的理由により大学等への進学が困難な者のうち，特に成績が優れている者への給付制度

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 高校・大学等奨学金の貸与人員 (単位：人) １ 高校・大学等奨学金の貸与人員 (単位：人)
事業・取組の 種 類 新規 継続 計 種 類 新規 継続 計
具体的実施状 高校奨学金 1,309 2,896 4,205 高校奨学金 1,660 2,801 4,461
況 大学等奨学金 42 214 256 大学等奨学金 100 180 280

合 計 1,351 3,110 4,461 合 計 1,760 2,981 4,741

２ 大学等入学時奨学金(9月補正予算で７２０,０００千円計上) ２ 大学等入学時奨学金
種 類 募集人員 応募者 採用者 種 類 募集人員 応募者 採用者

ア 一般 500 271 217 ア 一般 500
イ 地方創生 300 350 300 イ 地方創生 300
ウ 150周年記念特別 100 148 71 ウ 150周年記念特別 100

合 計 900 769 588 合 計 900

施策の概要 ②暴力被害者の支援

具体的施策 暴力被害者の精神的回復と自立に向けた支援

事業・取組名 男女共同参画相談事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画センター

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 7,522千円 H28 7,476千円
(当初予算額)

１目 的
事業・取組の ＤＶ等女性に対する暴力の被害者に対し，精神的な回復や自立支援を関係機関と連携して行う。
目的，概要

２概 要
一般相談（電話・面接）
専門相談（女性のための法律相談 メンタルヘルス相談）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 男女共同参画相談事業 １ 男女共同参画相談事業
事業・取組の ①一般相談 （男女共同参画相談員） ①一般相談 （男女共同参画相談員）
具体的実施状 暴力事案相談件数：５７０件 ②専門相談
況 ②専門相談 ・女性のための法律相談

・法律相談 ・メンタルヘルス相談
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・メンタルヘルス相談
２ 女性のための法律１１０番

２ 女性のための法律１１０番 ・期 日：１１月１６日
・期 日：１１月１８日 ・相談対応：女性弁護士
・相談対応：女性弁護士 （女性に対する暴力防止キャンペーンの一環
・相談件数：１４件 として実施）
（女性に対する暴力防止キャンペーンの一
環として実施）

事業・取組名 婦人保護費【再掲】
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 13,111千円 H28 13,487千円
(当初予算額)

１ 配偶者暴力相談支援対策費
事業・取組の ①目 的 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため，相談，調査，判定，指導及
目的，概要 び収容保護を行う。

②概 要 ＤＶ被害者等からの各般の相談に応じ指導，一時保護その他の援助を行う。
③実施主体 県

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の 婦人相談員 ４名 婦人相談員 ４名
具体的実施状 相談件数 ２，０８４件 要保護女子等からの相談，指導等の実施
況 （うちＤＶ相談 ４４１件）

一時保護件数 ３２件 一時保護の実施
（うちＤＶ被害者 ２５件）

事業・取組名 児童生徒への各種相談事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 義務教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 99,082千円 H28 86,791千円
(当初予算額)

１ 目的
困難な状況に置かれた児童生徒からの相談事業を通して，本人の悩みを少しでも解決することが

事業・取組の できる。
目的，概要 ２ 概要

・ スクールカウンセラー等活用事業
・ スクールソーシャルワーカー活用事業
・ かごしま教育ホットライン２４

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 「スクールカウンセラー等活用事業」の推 １ 「スクールカウンセラー等活用事業」の推進
事業・取組の 進
具体的実施状 ２ 「スクールソーシャルワーカー活用事業」 ２ 「スクールソーシャルワーカー活用事業」の
況 の推進 推進

３ かごしま教育ホットライン２４の活用 ３ かごしま教育ホットライン２４の活用

事業・取組名 犯罪被害者支援センター運営補助【再掲】
(予算事業名) 所管課等 相談広報課

事 業 主 体 県（警察本部） 予 算 額 H27 5,585千円 H28 5,633千円
(当初予算額)

犯罪被害者への相談対応，直接支援
１ 目的 犯罪被害者の精神的，経済的負担の軽減
２ 概要 犯罪被害者の相談に適切に対応し，更に二次被害を防止する。また，裁判所等への付添い

事業・取組の 等の直接支援を実施する
目的，概要

犯罪被害者へのカウンセリング制度
１ 目的 犯罪被害者の精神的被害の回復，軽減
２ 概要 犯罪または事故によって深刻な精神的被害を受けている被害者等に対し，医師，臨床心理

士がカウンセリングを実施する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

犯罪被害者支援対策として，「公益社団法人 平成28年度は，平成27年度に引き続き，「公益社
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事業・取組の かごしま犯罪被害者支援センター」と緊密に連 団法人かごしま犯罪被害者支援センター」と緊密に
具体的実施状 携して，警察によるカウンセリング，公益社団 連携して，電話または面接による相談等行うととも
況 法人かごしま犯罪被害者支援センターによる電 に，昨年度から配置している部内カウンセラーによ

話または面接による相談を実施した。 る迅速かつ柔軟なカウンセリングを，今後も積極的
○ 公益社団法人かごしま犯罪被害者支援セン に運用していく予定である。

ターによる相談受理件数：457件
○ 警察によるカウンセリング：28人に対し42

回実施

施策の概要 ③地域から孤立する可能性のある人への支援

具体的施策 一人暮らし世帯等の見守り・支援

事業・取組名 地域見守りネットワーク支援事業
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県・市町村 予 算 額 H27 6,899千円 H28 6,883千円
(当初予算額)

１ 目的
高齢者等の援護を必要とする人を地域全体で支えるネットワークづくりを促進するため，地域

住民が主体となった見守りグループの組織化を支援することにより，要援護者が安心して暮らせ
事業・取組の る地域社会づくりを目指す。
目的，概要

２ 概要
市町村において，見守り対象の要援護者数等を把握し，在宅福祉アドバイザー等を活用して自

治公民館単位で見守りグループを設置し，住民座談会等により地域住民への周知を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 地域見守りネットワーク支援事業 １ 地域見守りネットワーク支援事業
事業・取組の ・ 地域住民が主体となった，見守りグループ ・ 地域住民が主体となった，見守りグループの立
具体的実施状 の立ち上げ支援に係る経費に対して補助を行 ち上げ支援に係る経費に対して補助を行う。（地
況 った。（地域見守りに関するイベント，見守 域見守りに関するイベント，見守り技術向上のた

り技術向上のための研修，支え合いマップ作 めの研修，支え合いマップ作成等）
成等） ・ 補助事業実施市町村 20市町村

・ 補助事業実施市町村 23市町村

具体的施策 生活困窮者の相談対応と就労支援等の包括的な実施

事業・取組名 生活困窮者自立支援事業
(予算事業名) 所管課等 社会福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 30,143千円 H28 56,368千円
(当初予算額)

１ 目的
生活困窮者自立支援法に基づき，生活保護に至る前段階の生活困窮者の自立促進を図るため，

事業・取組の 生活困窮者への相談対応や就労支援等を関係機関等と連携して包括的に行う。
目的，概要

２ 概要
①自 立 相 談 支 援 事 業～ 生活困窮者の相談に応じ，課題の評価・分析，自立支援計画の作成

等を行い，個人の状況に応じた支援を行う。
②住居確保給付金支給事業～ 離職等により住宅を失った又はそのおそれの高い生活困窮者が安定

的に就職活動を行うことができるよう，有期で家賃相当額を支給す
る。

③実 施 体 制 強 化 事 業～ 県内の実施体制を強化するため，支援従事者を育成する研修の実施
や，広域的な連携体制の構築に向けた市町村との協議等を行う。

④包 括 的 自 立 支 援 事 業～ 生活困窮者のためのワンストップ相談窓口を設置し，相談対応を行
い，関係機関や事業所と連携して，就労や家計管理，子どもの学習等
を包括的に支援する事業を大隅地区で先行的に実施し，県下に広げる
取組を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

①自立相談支援事業 ①自立相談支援事業
事業・取組の 生活困窮者の相談対応，自立支援計画の作成 生活困窮者の相談対応，自立支援計画の作成
具体的実施状 ②住居確保給付金支給事業 ②住居確保給付金支給事業
況 住居確保給付金の支給 住居確保給付金の支給

③実施体制強化事業
生活困窮者自立支援制度従事者を対象とした研修
会や広域連携体制を検討する協議会の開催

④包括的自立支援事業
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ワンストップ相談窓口設置による生活困窮者の自
立促進

施策の方向 (3)高齢者が安心して暮らせる環境の整備

施策の概要 ①高齢男女の就業促進と雇用の確保

具体的施策 シルバー人材センターの支援等による身近な地域で安心して働くことができる多様な就
労機会の提供

事業・取組名 シルバー人材センター連合本部運営費補助事業
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 8,900千円 H28 8,900千円
(当初予算額)

１ 目的
働く意欲のある高年齢者に対して，公平な就業機会を提供するシルバー人材センター事業の発展

拡充を図り，高年齢者自らの生きがいの充実や社会参加を促進する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

シルバー人材センター事業の普及啓発，就業機会の開拓等を実施するため，公益社団法人鹿児島
県シルバー人材センター連合会に対して運営費等補助を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 ・広報誌の発行（1,900部×２回） ・広報誌の発行（1,900部×２回）
況 ・未設置町村に対する情報提供等（９町村） ・未設置町村に対する情報提供等（９町村）

施策の概要 ②男女のニーズに配慮した高齢者の生活の自立支援

具体的施策 高齢者の日常生活支援体制の整備

事業・取組名 地域福祉サービス推進事業
(予算事業名) （福祉サービス利用支援事業） 所管課等 社会福祉課

事 業 主 体 県，市町村，県社会福祉協 予 算 額 H27 58,935千円 H28 58,935千円
議会 (当初予算額)

福祉サービス利用支援事業
①目 的 認知症高齢者，知的障害者等判断能力が不十分な方が自立した生活が送れるよう

事業・取組の に，福祉サービスの利用援助等を行う。
目的，概要 ②概 要 支援計画に基づく契約締結後は，利用者は一定の利用料を支払って福祉サービスの

利用援助・日常的金銭管理・書類等の預かりサービスを利用する。
③実施主体 県社会福祉協議会，市町村社会福祉協議会

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 福祉サービス利用支援事業 福祉サービス利用支援事業
況 ・契約件数 ２４９件（H28.3月末現在） ・福祉サービス利用支援事業実施主体である(社)

県社会福祉協議会へ補助を行う。

具体的施策 高齢者に対する生活資金の貸付と援助指導

事業・取組名 生活福祉資金貸付補助事業
(予算事業名) 所管課等 社会福祉課

事 業 主 体 県社会福祉協議会 予 算 額 H27 35,782千円 H28 24,874千円
(当初予算額)

１ 生活福祉資金貸付事業
① 目 的 低所得世帯等に対し，生活の安定や自立を図ることを目的に，必要な資金を低利

事業・取組の 又は無利子で貸付けを行う。
目的，概要 ② 概 要 対象世帯：低所得世帯，高齢者世帯，障害者世帯等

資金種類：総合支援資金，福祉資金，教育支援資金，不動産担保型生活資金
③ 実施主体 県社会福祉協議会（申請受付等一部の業務は市町村社会福祉協議会に委託）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 １ 生活福祉資金貸付決定状況 １ 引き続き生活福祉資金貸付を行う。
況 件数 301件
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金額 109,993千円

具体的施策 高齢者に配慮したまちづくりの整備促進

事業・取組名 福祉のまちづくり推進事業
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 4,599千円 H28 5,181千円
(当初予算額)

１ 目的
「福祉のまちづくり条例」に基づき，公共的施設のバリアフリー化に係る条例事務を行うととも

に，業者，県民等への広報啓発等を実施することにより，福祉のまちづくりを推進する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

・条例事務の指導等
・福祉のまちづくり広報誌の作成
・バリアフリー研修会の開催

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 条例に基づく指導，助言 １ 条例に基づく指導，助言
事業・取組の
具体的実施状 ２ 福祉のまちづくり広報誌発行 ２ 福祉のまちづくり広報誌発行
況 年 ２回 10,000部 （5,000部×２） 年 ２回 10,000部 （5,000部×２）

３ バリアフリー研修会 ３ バリアフリー研修会
年 １回実施 年 １回実施

事業・取組名 人にやさしい道づくり事業
(予算事業名) 所管課等 道路維持課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 102,650千円 H28 102,950千円
(当初予算額)

１ 目的
高齢者や障がい者を含むすべての人々が，安全に安心して通行できる歩行空間を確保するため，

事業・取組の 歩道のバリアフリー化を図る。
目的，概要

２ 概要
歩道と車道の段差を解消し適切な勾配を確保するなどの改善を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の １１０箇所を段差改善 ９８箇所を段差改善の予定
具体的実施状
況 平成２７年度末整備済み２，８９５箇所 平成２８年度末整備済み２，９９３箇所予定

（整備率８８％） （整備率９１％予定）

事業・取組名 ふれあいとゆとりの道づくり事業
(予算事業名) 所管課等 都市計画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 40,000千円 H28 40,000千円
(当初予算額)

１ 目的
補助事業の対象とならない都市景観アメニティ施設（舗装の高質化等）の整備を行い，個性とう

るおいのあるまちづくりを推進する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

市街地または市街化の進む地域において，商店街の活性化や個性ある街づくりのための景観に配
慮し（高質化），また高齢者等も歩きたくなるような歩道の整備（バリアフリー化）を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

・中央通線（南薩地域振興局）L=300m ・中央通線（南薩地域振興局）L=300m
事業・取組の ・宮之浦中央通線（熊毛支庁屋久島事務所）L=150m ・宮之浦中央通線（熊毛支庁屋久島事務所）L=150m
具体的実施状 ・空港通線（大島支庁徳之島事務所）L=200m ・空港通線（大島支庁徳之島事務所）L=200m
況

以上３箇所において，歩道の整備を実施。 以上３箇所において，歩道の整備を行う予定
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具体的施策 高齢者に対応した県営住宅やサービス付き高齢者向け住宅の整備

事業・取組名 県営住宅建設事業（シルバーハウジングプロジェクト）
(予算事業名) 所管課等 住宅政策室

30,000千円 24,456千円
事 業 主 体 県 予 算 額 H27 （団地全体予算 H28 （団地全体予算

(当初予算額) 302,343千円） 357,019千円）

１ 目的
高齢者世帯が地域社会の中で自立して安全かつ快適な生活を営むことができるよう，その在宅生

活を支援するため，福祉施策と住宅施策の密接な連携の下に，高齢者の安全や利便に配慮した設備
事業・取組の ・設計を行うとともに福祉サービスが適切に受けられるよう十分に配慮された住宅の供給を促進す
目的，概要 る。

２ 概要
県営住宅の整備

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８の計画

１ 原良団地（鹿児島市） １ 原良団地（鹿児島市）
事業・取組の ・ＲＣ造10階建て60戸建設に着手 ・ＲＣ造10階建て60戸建設【Ｈ２７から継続】
具体的実施状 （うちシルバー住戸6戸整備） （うちシルバー住戸6戸整備）
況 ・集会所建設に着手（集会所内にLSA室を整備）

※LSA=ライフサポートアドバイザー

事業・取組名 高齢者あんしん住まい整備事業
(予算事業名) 所管課等 住宅政策室

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 48,450千円 H28 51,450千円
(当初予算額)

１ 目的
高齢者が，日常生活を営むために必要な生活支援サービスの提供を受けることができる良好な居

住環境を備えた高齢者向けの住宅の供給を促進する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

高齢者の居住の安定確保に関する法律による登録を受け，地域優良賃貸住宅制度要綱に基づき供
給計画の認定を受けた，民間事業者が供給するサービス付き高齢者向け住宅に対し，建設費の一部
を助成

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 高齢者あんしん住まい整備事業 １ 高齢者あんしん住まい整備事業
事業・取組の ・事業者向け説明会の実施（H27.5） ・事業者向け説明会の実施（H28.5）
具体的実施状 ・事業者募集 ・事業者募集（H28.5～6）
況 （H27.4～6，H27.8～9，H27.10～11） ・概ね30戸を募集

・1事業者（26戸）を選定
・平成26年度に選定した2事業者が整備した

サービス付き高齢者向け住宅（43戸）に対
し，建設費の一部を助成

事業・取組名 優良賃貸住宅供給促進事業
(予算事業名) 所管課等 住宅政策室

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 14,484千円 H28 14,381千円
(当初予算額)

１ 目的
高齢者の居住の用に供する優良な賃貸住宅に対する効率的な助成を通じて，高齢者向け優良賃貸

事業・取組の 住宅の供給を促進することを目的とする。
目的，概要

２ 概要
供給計画に基づき整備された賃貸住宅の家賃の減額に要する費用を助成

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の １ 優良賃貸住宅供給促進事業 １ 優良賃貸住宅供給促進事業
具体的実施状 （うち高齢者向け優良賃貸住宅） （うち高齢者向け優良賃貸住宅）
況 認定した6団地79戸のうち，4団地56戸につ 認定した6団地79戸のうち，6団地79戸について

いて家賃対策補助を実施した。 家賃対策補助を実施予定
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具体的施策 高齢者の消費者トラブル未然防止対策

事業・取組名 消費者行政推進事業
(予算事業名) 消費者行政活性化事業 所管課等 消費者行政推進室

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 9,641千円 H28 11,054千円
(当初予算額)

１ 目的
高齢者に対する消費者トラブルの未然防止を図り，高齢消費者の自立を支援する。

事業・取組の ２ 概要
目的，概要 高齢者の消費者トラブルの未然防止，被害拡大の防止や被害者救済のため，地域で見守りを

行っている様々な組織や，民生委員，ホームヘルパー等と連携し，消費者問題についての理解を深
めるための消費生活講座の開催や，啓発用チラシの配布，テレビＣＭ等により情報を提供し，消費
者トラブルを発見した場合の相談窓口への誘導を図ることとしている。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 高齢消費者連絡協議会の開催 １ 高齢消費者連絡協議会の開催
事業・取組の ８月２５日開催 ８月３１日開催
具体的実施状 ２ 講座等の開催状況（H28.1月末） ２ 講座等の開催計画
況 ① 高齢者対象消費生活講座 14回 523人 ① 高齢者対象消費生活講座 随時

② 消費生活講座 32回2,335人 ③ 消費生活講座 随時
③ １日センター 2回 35人 ③ １日センター 随時

３ 高齢者向け消費者啓発事業 ３ 高齢者向け消費者啓発事業
テレビCM・新聞広告等による啓発広報 テレビCM・新聞広告等による啓発広報

４ 高齢者見守体制の啓発

具体的施策 成年後見制度の周知・活用支援

事業・取組名 高齢者虐待防止推進事業
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 1,366千円 H28 1,366千円
(当初予算額)

１ 目的
高齢者の尊厳の保持にとって極めて重要である高齢者に対する虐待を防止するため，地域包括支

援センター・介護施設・サービス事業従事者等の高齢者権利擁護意識の向上を図り，高齢者虐待防
事業・取組の 止ネットワークを構築することにより，高齢者が住み慣れた地域で，生きがいを持ちながら，すこ
目的，概要 やかで安心して暮らすことのできる長寿社会の実現を図る。

２ 概要
推進体制の整備，研修の開催，広報活動

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 推進体制の整備 １ 推進体制の整備
事業・取組の 高齢者虐待防止推進会議 1回 高齢者虐待防止推進会議 1回
具体的実施状
況 ２ 研修の開催 ２ 研修の開催

① 施設内虐待防止研修 ① 施設内虐待防止研修
ア 権利擁護推進員養成研修 １回 ア 権利擁護推進員養成研修 １回
イ 看護指導者養成研修 １回 イ 看護指導者養成研修 １回
ウ 看護実務者研修 １回 ウ 看護実務者研修 １回

② 家庭内虐待防止研修 ② 家庭内虐待防止研修
ア 事例報告・検討会等研修 １回 ア 事例報告・検討会等研修 １回

３ 広報活動 ３ 広報活動
① リーフレットの作成 ① リーフレットの作成
② 各種広報媒体による啓発普及 ② 各種広報媒体による啓発普及
③ 県ホームページの更新 ③ 県ホームページの更新

事業・取組名 市町村地域生活支援事業（成年後見制度利用支援事業）
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 市町村 予 算 額 H27 209,460千円 H28 201,108千円
(当初予算額) （市町村地域生活支援事業県補助額） （市町村地域生活支援事業県補助額）

（成年後見制度利用支援事業）
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１目的
障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる知

事業・取組の 的障害者又は精神障害者に対し，成年後見制度の利用を支援することにより，これらの障害者の権
目的，概要 利擁護を図ることを目的とする。

２概要
成年後見制度の利用に要する費用のうち，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

法律施行規則第65条の10の２に定める費用（成年後見制度の申し立てに要する経費及び後見人等の
報酬等）の全部又は一部を補助する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の 利用実績があったのは，９市２町 平成28年度においても引き続き，市町村において
具体的実施状 ・申 立 件 数：１５件 事業を実施する。
況 ・後見人等報酬： ９件

・事 業 実 績 額：1,184,073円

施策の概要 ③男女の身体的特徴や性別に配慮した高齢者の医療・介護基盤の充実

具体的施策 介護予防対策の推進

事業・取組名 地域ケア・介護予防推進支援事業
(予算事業名) （地域包括支援センター職員等研修事業，地域支援事業，かご 所管課等 介護福祉課

しま地域づくり介護予防推進支援事業，地域支援充実・強化
支援事業，生活支援コーディネーター養成事業）

事 業 主 体 県，市町村 予 算 額 H27 616,138千円 H28 756,732千円
(当初予算額)

高齢者が要支援・要介護状態となることを予防するとともに，要介護状態等となった場合において
も地域において自立した日常生活を営むことができるよう，地域包括ケアシステム構築に向けた市町
村の取組を支援する。

事業・取組の １ 地域包括支援センター職員等研修事業
目的，概要 地域包括支援センターの業務に従事する職員等の資質向上を目的に研修を実施する。

２ 地域支援事業
介護保険法に定めるところにより市町村に交付金を交付する。

３ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業【追加】
市町村介護予防推進支援専門部会の設置，介護予防従事者専門研修会の開催等により，市町村

における介護予防事業の推進支援を行う。
４ 地域支援事業充実・強化支援事業【追加】

介護保険法改正に伴う，地域包括ケアシステム構築を目指した地域支援事業の制度構築が，市
町村において円滑に進むよう，制度構築上の課題について市町村間で情報共有を図るための必要
な支援を行う。

５ 生活支援コーディネーター養成事業【追加】
生活支援コーディネーターの計画的な人材育成及び資質向上を図り，県内における生活支援サ

ービス提供体制づくりを推進する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 地域包括支援センター職員等研修事業 １ 地域包括支援センター職員等研修事業
事業・取組の 地域包括支援センター職員研修１回 地域包括支援センター職員研修会の実施
具体的実施状 ２ 地域支援事業交付金の交付 ２ 地域支援事業交付金の交付
況 43市町村 553,823千円（概算額） 43市町村 747,635千円（当初予算）

３ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業 ３ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業
・市町村介護予防推進支援委員会３回 ・介護予防従事者専門研修会の実施
・介護予防従事者専門研修会２回 ・市町村介護予防従事者専門研修会の実施
・市町村介護予防従事者専門研修会１回 ・現地調査，推進班会議の実施等
・実施状況調査及び評価，推進班会議の実施 ４ 地域支援事業充実・強化支援事業

４ 地域支援事業充実・強化支援事業 エリア別会議，全体会議の実施
・エリア別会議 延べ30回， ５ 生活支援コーディネーター養成事業
・全体会議 ２回 生活支援コーディネーター養成研修の実施等

事業・取組名 高齢者元気度アップ地域活性化事業 介護福祉課，
(予算事業名) 所管課等 長寿・生きがい推進室

事 業 主 体 県，市町村 予 算 額 H27 150,000千円 H28 149,998千円
(当初予算額)

１ 目的 高齢者の健康づくりや地域貢献活動，地域の高齢者等の団体が取組む互助活動などに対し
事業・取組の て地域商品券等に交換できるポイントを付与し，高齢者自身の介護予防への取組や高齢者
目的，概要 の日常生活を支援する活動を促進するとともに地域の活性化を図る。

２ 概要 事業実施市町村への補助金の交付，普及啓発活動の実施等

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
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平成24年度に，高齢者の健康づくりや地域貢 高齢者の健康づくりや地域貢献活動に対して，地
事業・取組の 献活動に対して，地域商品券等に交換できるポ 域商品券等に交換できるポイントを付与する「高齢
具体的実施状 イントを付与する「高齢者元気度アップ・ポイ 者元気度アップ・ポイント事業」，高齢者を含む地
況 ント事業」，平成26年度に，高齢者を含む地域 域のグループが取組む互助活動などに対して地域商

のグループ活動もポイントの対象とする「高齢 品券等に交換できるポイントを付与する「高齢者元
者元気度アップ地域包括ケア推進事業」を創設 気度アップ地域包括ケア推進事業」を実施し，高齢
し，高齢者の介護予防に取り組んだ。 者の介護予防への取組や高齢者の日常生活を支援す

る活動を促進する
①実 施 主 体 市町村 ①実 施 主 体 市町村
②実施市町村数 ②実施市町村数
【高齢者元気度アップ・ポイント事業】 【高齢者元気度アップ・ポイント事業】

38市町村 39市町村（予定）
【高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業】 【高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業】

33市町村 42市町村（予定） ※長寿いきがい推進室へ移管
③その他 ③その他

県では市町村への説明会の開催，広報誌等を 県では市町村への説明会の開催，広報誌等を
活用した県民への周知等の普及啓発活動を実 活用した県民への周知等の普及啓発活動を実
施した。 施する。

具体的施策 家庭介護者等の介護負担軽減のための介護支援の充実

事業・取組名 介護保険制度推進事業
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 23,772千円 H28 26,742千円
(当初予算額)

事業・取組の １ 目的 高齢者等の介護の負担が家族，とりわけ女性に集中することなく，社会全体で支える
目的，概要 ための介護支援体制の充実を図るため，各種助言・指導等の事業を行い，介護保険制度

の安定的な運営を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１保険者等指導 １保険者等指導
事業・取組の ・市町村等職員を対象とする説明会の開催 ・市町村等職員を対象とする説明会の開催
具体的実施状 （２回） （１回）
況 ・市町村等職員を対象とする新任担当者研修 ・市町村等職員を対象とする新任担当者研修

会の開催（１回） 会の開催（１回）
・市町村等に対する指導等（集団的個別指導 ・市町村等に対する指導等（集団的個別指導
７か所，一般指導（19回)） ７か所，一般指導（１５回)）

２サービス事業所指定 ２サービス事業所指定
・介護保険サービス提供事業所等の指定等 ・介護保険サービス提供事業所等の指定等

（指定168事業所等，更新等116事業所等） （指定134事業所等，更新139事業所等）
３指定事業所等指導監査 ３指定事業所等指導監査

・指定サービス事業所等に対する指導 ・指定サービス事業所等に対する指導
(集団指導2,384事業所等，実地指導等546事 (集団指導1,844事業所等，
業所等) 実地指導等444事業所等)

４介護保険審査会運営 ４介護保険審査会運営
・介護保険審査会の運営（５回） ・介護保険審査会の運営（１０回）

事業・取組名 要介護認定適正実施指導事業
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 3,139千円 H28 3,135千円
(当初予算額)

１ 目的 高齢者等の介護の負担が家族，とりわけ女性に集中することなく，社会全体で支える
ための介護支援体制の充実を図るため，要介護認定の精度管理に資する各種研修会を
開催し，介護保険制度の安定的な運営を図る。

事業・取組の
目的，概要 ２ 概要 認定調査員研修：認定調査員に対して認定調査の手法等に係る研修等の実施

認定審査会委員研修：介護認定審査会委員に対して要介護認定の仕組み等について研
修を実施，及び介護認定審査会会長連絡会議の開催

主治医意見書作成研修：主治医に対して介護保険制度における主治医の役割や主治医
意見書の具体的な記載方法等についての研修の開催

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１認定調査員研修 １認定調査員研修
事業・取組の ・認定調査員研修の実施（８地区） ・認定調査員研修の実施（８地区）
具体的実施状 ２認定審査会委員研修 ２認定審査会委員研修
況 ・認定審査会委員研修の実施（８地区） ・認定審査会委員研修の実施（８地区）

３主治医意見書作成研修の実施（１会場） ３主治医意見書作成研修の実施（１会場）
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※TV中継１９ヵ所 ※TV中継１９ヵ所

具体的施策 介護サービスの質の確保のための人材の養成・確保

事業・取組名 介護支援専門員資質向上事業
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 5,512千円 H28 6,562千円
(当初予算額)

１介護支援専門員養成研修事業
①目 的 介護支援専門員として必要な知識，技能を有する介護支援専門員の養成を図る。
②概 要 試験に合格した者に対して,介護支援専門員実務研修を実施する。

事業・取組の ③実施主体 県，鹿児島県社会福祉協議会（指定研修実施機関）
目的，概要

２介護支援専門員現任研修事業
①目 的 介護保険制度運営の要である介護支援専門員に対して，実務研修後においても，継続

的に研修を受講させることにより，必要な知識，技能の習得を図り，もって，介護支
援専門員の資質向上を図る。

②概 要 現任の介護支援専門員に対し，資質向上の為の研修を実施する。
また,各研修での指導者を養成するための研修を実施する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 介護支援専門員養成研修の実施 １ 介護支援専門員養成研修の実施
事業・取組の 「介護支援専門員実務研修」 「介護支援専門員実務研修」
具体的実施状 （H28.1月～3月 鹿児島市で開催 (H29.1月～3月 鹿児島市で開催)
況 前期4日間，後期3日間 「更新・再研修」

研修修了者数 755名） (H28.6月～8月 鹿児島市で開催)

２ 介護支援専門員現任研修を実施 ２ 介護支援専門員現任研修を実施
①｢専門研修課程Ⅰ｣(6月～7月) 356名 ①「専門研修課程Ⅰ」（6月～8月） - 名
②｢専門研修課程Ⅱ｣(8月～11月) 791名 ②「専門研修課程Ⅱ」（9月～11月） - 名
③｢実務従事者基礎研修｣(11月～12月) 188名 ③「主任介護支援専門員研修」
④「主任介護支援専門員研修」 （H28.11月～H29.1月） - 名

（H27.12月～H28.1月）107名 ④「主任介護支援専門員更新研修」
⑤「指導者研修｣(H27.7月～H28.3月) （H28.12月～H29.1月） - 名

416人(延人数) ⑤「指導者研修」(H28.5月～H29.3月) - 名
※④⑤は鹿児島市，その他は地区ごとに開催。

※③④⑤は鹿児島市,その他は地区ごとに開催。
３ 評価委員会の開催(２回)

３ 研修向上委員会の開催（３回以上開催）

事業・取組名 介護実習・普及センター運営事業
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 16,511千円 H28 18,753千円
(当初予算額)

１ 目 的 介護に関する普及啓発の総合的な拠点である「県介護実習・普及センター」に
おいて，介護の実習等を通じて県民への介護知識，介護技術の普及を図るととも
に，福祉用具やバリアフリーモデル住宅の展示・相談等により，適切な福祉用具

事業・取組の や高齢者にやさしい住宅の普及を図る。
目的，概要 ２ 概 要 ア 介護に関する情報収集・提供

介護関連の図書，ビデオの閲覧・貸出及びパンフレットの配布
イ 介護知識・技術の普及

各種介護講座・研修の開催
・ 一般県民向け講座
・ 介護専門職員向け研修
・ 介護実習室の貸室（県民交流センターで管理）

ウ 福祉用具等の普及
・福祉用具・バリアフリー住宅の展示・相談

３ 実施主体 県（事業の運営は民間団体に委託）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 介護に関する情報収集・提供 １ 介護に関する情報収集・提供
事業・取組の 介護関連の図書，ビデオの貸出 介護関連の図書，ビデオの貸出
具体的実施状 ２ 介護知識・技術の普及 ２ 介護知識・技術の普及
況 ①各種介護講座・研修の開催 ①各種介護講座・研修の開催

一般県民向け講座 一般県民向け講座
・やさしい介護教室 6回 ・やさしい介護教室 6回
・テーマ別介護講座 7回 ・テーマ別介護講座 6回
・地域開催講座 8回 ・地域開催講座 4回
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・介護体験講座 随時(37回) ・介護体験講座 随時
・ジュニア福祉体験教室 随時(109回) ・ジュニア福祉体験教室 随時
・11月11日介護の日関連ｲﾍﾞﾝﾄ 1回 ・11月11日介護の日関連ｲﾍﾞﾝﾄ 1回

②介護専門職員向け研修 ②介護専門職員向け研修
・介護職基礎研修 4回 ・介護職基礎研修 4回
・介護職スキルアップ研修 14回 ・介護職スキルアップ研修 12回
・専門職団体等連携講座 10回 ・専門職団体等連携講座 4回
・福祉用具・住宅改修研修 1回 ・福祉用具・住宅改修研修 1回
・訪問介護ｻｰﾋﾞｽ提供責任者研修 1回

事業・取組名 認知症対策等総合支援事業
(予算事業名) （認知症介護実践者等養成研修事業，認知症介護指導者養成研 所管課等 介護福祉課

修事業，認知症理解普及促進事業，認知症対策・連携体制整
備事業）

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 28,358千円 H28 36,731千円
(当初予算額)

１ 目的
認知症の人等が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう，認知症の早期診断・早期対応

の体制づくりや認知症の人等への支援，認知症ケアの質の向上，地域における支援体制の構築等を
事業・取組の 総合的に推進する。
目的，概要 ２ 概要

認知症疾患医療センターの設置等による認知症の早期診断・早期対応の体制づくりや，医療・介
護の従事者等に対して，認知症の医療・介護の技術及び質の向上を図るための研修を実施するほ
か，地域住民に対して，認知症に対する理解を深めるための検討会・普及啓発，認知症高齢者本人
や家族に対する支援を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 認知症介護実践者等養成研修事業 １ 認知症介護実践者等養成研修事業
事業・取組の ・認知症介護実践者研修 3回 ・認知症介護実践者研修 3回
具体的実施状 ・認知症介護実践リーダー研修 1回 ・認知症介護実践リーダー研修 1回
況 ・認知症対応型サービス事業開設者研修 1回 ・認知症対応型サービス事業開設者研修 1回

・認知症対応型サービス事業管理者研修 2回 ・認知症対応型サービス事業管理者研修 2回
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者 ・小規模多機能型サービス等計画作成担当者

研修 1回 研修 1回
・認知症介護基礎研修 1回

２ 認知症介護指導者養成研修事業
・指導者養成研修派遣 1人 ２ 認知症介護指導者養成研修事業
・フォローアップ研修派遣 1人 ・指導者養成研修派遣 2人

・フォローアップ研修派遣 1人
３ 認知症理解普及促進事業
・交流会の開催 24回 ３ 認知症理解普及促進事業
・電話相談 180件 ・交流会の開催
・研修会の開催 9回 ・電話相談

・研修会の開催
４ 認知症対策連携・体制整備事業
・認知症疾患医療センター運営事業 8カ所 ４ 認知症対策連携・体制整備事業
・認知症総合支援対策促進協議会の開催 1回 ・認知症疾患医療センター運営事業 10カ所
・認知症施策推進会議の開催 7回 ・認知症総合支援対策促進協議会の開催 1回
・認知症サポート医フォローアップ研修 1回 ・認知症施策推進会議の開催 7回
・一般病院医療従事者認知症対応力向上研修 ・認知症サポート医フォローアップ研修 1回

3回
・一般病院看護師リーダー研修 2回

具体的施策 介護負担軽減のための介護知識・介護技術の普及

事業・取組名 介護実習・普及センター運営事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 16,511千円 H28 18,753千円
(当初予算額)

１ 目 的 介護に関する普及啓発の総合的な拠点である「県介護実習・普及センター」に
おいて，介護の実習等を通じて県民への介護知識，介護技術の普及を図るととも
に，福祉用具やバリアフリーモデル住宅の展示・相談等により，適切な福祉用具

事業・取組の や高齢者にやさしい住宅の普及を図る。
目的，概要 ２ 概 要 ア 介護に関する情報収集・提供

介護関連の図書，ビデオの閲覧・貸出及びパンフレットの配布
イ 介護知識・技術の普及

各種介護講座・研修の開催
・ 一般県民向け講座
・ 介護専門職員向け研修
・ 介護実習室の貸室（県民交流センターで管理）
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ウ 福祉用具等の普及
・福祉用具・バリアフリー住宅の展示・相談

３ 実施主体 県（事業の運営は民間団体に委託）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 介護に関する情報収集・提供 １ 介護に関する情報収集・提供
事業・取組の 介護関連の図書，ビデオの貸出 介護関連の図書，ビデオの貸出
具体的実施状 ２ 介護知識・技術の普及 ２ 介護知識・技術の普及
況 ①各種介護講座・研修の開催 ①各種介護講座・研修の開催

一般県民向け講座 一般県民向け講座
・やさしい介護教室 6回 ・やさしい介護教室 6回
・テーマ別介護講座 7回 ・テーマ別介護講座 6回
・地域開催講座 8回 ・地域開催講座 4回
・介護体験講座 随時(37回) ・介護体験講座 随時
・ジュニア福祉体験教室 随時(109回) ・ジュニア福祉体験教室 随時
・11月11日介護の日関連ｲﾍﾞﾝﾄ 1回 ・11月11日介護の日関連ｲﾍﾞﾝﾄ 1回

②介護専門職員向け研修 ②介護専門職員向け研修
・介護職基礎研修 4回 ・介護職基礎研修 4回
・介護職スキルアップ研修 14回 ・介護職スキルアップ研修 12回
・専門職団体等連携講座 10回 ・専門職団体等連携講座 4回
・福祉用具・住宅改修研修 1回 ・福祉用具・住宅改修研修 1回
・訪問介護ｻｰﾋﾞｽ提供責任者研修 1回

具体的施策 介護に関する相談体制の整備

事業・取組名 介護実習・普及センター運営事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 16,511千円 H28 18,753千円
(当初予算額)

１ 目 的 介護に関する普及啓発の総合的な拠点である「県介護実習・普及センター」に
おいて，介護の実習等を通じて県民への介護知識，介護技術の普及を図るととも
に，福祉用具やバリアフリーモデル住宅の展示・相談等により，適切な福祉用具

事業・取組の や高齢者にやさしい住宅の普及を図る。
目的，概要 ２ 概 要 ア 介護に関する情報収集・提供

介護関連の図書，ビデオの閲覧・貸出及びパンフレットの配布
イ 介護知識・技術の普及

各種介護講座・研修の開催
・ 一般県民向け講座
・ 介護専門職員向け研修
・ 介護実習室の貸室（県民交流センターで管理）

ウ 福祉用具等の普及
・福祉用具・バリアフリー住宅の展示・相談

３ 実施主体 県（事業の運営は民間団体に委託）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 介護に関する情報収集・提供 １ 介護に関する情報収集・提供
事業・取組の 介護関連の図書，ビデオの貸出 介護関連の図書，ビデオの貸出
具体的実施状 ２ 介護知識・技術の普及 ２ 介護知識・技術の普及
況 ①各種介護講座・研修の開催 ①各種介護講座・研修の開催

一般県民向け講座 一般県民向け講座
・やさしい介護教室 6回 ・やさしい介護教室 6回
・テーマ別介護講座 7回 ・テーマ別介護講座 6回
・地域開催講座 8回 ・地域開催講座 4回
・介護体験講座 随時(37回) ・介護体験講座 随時
・ジュニア福祉体験教室 随時(109回) ・ジュニア福祉体験教室 随時
・11月11日介護の日関連ｲﾍﾞﾝﾄ 1回 ・11月11日介護の日関連ｲﾍﾞﾝﾄ 1回

②介護専門職員向け研修 ②介護専門職員向け研修
・介護職基礎研修 4回 ・介護職基礎研修 4回
・介護職スキルアップ研修 14回 ・介護職スキルアップ研修 12回
・専門職団体等連携講座 10回 ・専門職団体等連携講座 4回
・福祉用具・住宅改修研修 1回 ・福祉用具・住宅改修研修 1回
・訪問介護ｻｰﾋﾞｽ提供責任者研修 1回

事業・取組名 地域ケア・介護予防推進支援事業【再掲】
(予算事業名) （地域包括支援センター職員等研修事業，地域支援事業，かご 所管課等 介護福祉課

しま地域づくり介護予防推進支援事業，地域支援充実・強化
支援事業，生活支援コーディネーター養成事業）

事 業 主 体 県，市町村 予 算 額 H27 616,138千円 H28 756,732千円
(当初予算額)
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高齢者が要支援・要介護状態となることを予防するとともに，要介護状態等となった場合において
も地域において自立した日常生活を営むことができるよう，地域包括ケアシステム構築に向けた市町
村の取組を支援する。

事業・取組の １ 地域包括支援センター職員等研修事業
目的，概要 地域包括支援センターの業務に従事する職員等の資質向上を目的に研修を実施する。

２ 地域支援事業
介護保険法に定めるところにより市町村に交付金を交付する。

３ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業【追加】
市町村介護予防推進支援専門部会の設置，介護予防従事者専門研修会の開催等により，市町村

における介護予防事業の推進支援を行う。
４ 地域支援事業充実・強化支援事業【追加】

介護保険法改正に伴う，地域包括ケアシステム構築を目指した地域支援事業の制度構築が，市
町村において円滑に進むよう，制度構築上の課題について市町村間で情報共有を図るための必要
な支援を行う。

５ 生活支援コーディネーター養成事業【追加】
生活支援コーディネーターの計画的な人材育成及び資質向上を図り，県内における生活支援サ

ービス提供体制づくりを推進する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 地域包括支援センター職員等研修事業 １ 地域包括支援センター職員等研修事業
事業・取組の 地域包括支援センター職員研修１回 地域包括支援センター職員研修会の実施
具体的実施状 ２ 地域支援事業交付金の交付 ２ 地域支援事業交付金の交付
況 43市町村 553,823千円（概算額） 43市町村 747,635千円（当初予算）

３ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業 ３ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業
・市町村介護予防推進支援委員会３回 ・介護予防従事者専門研修会の実施
・介護予防従事者専門研修会２回 ・市町村介護予防従事者専門研修会の実施
・市町村介護予防従事者専門研修会１回 ・現地調査，推進班会議の実施等
・実施状況調査及び評価，推進班会議の実施 ４ 地域支援事業充実・強化支援事業

４ 地域支援事業充実・強化支援事業 エリア別会議，全体会議の実施
・エリア別会議 延べ30回， ５ 生活支援コーディネーター養成事業
・全体会議 ２回 生活支援コーディネーター養成研修の実施等

具体的施策 高齢者の虐待防止のための普及啓発と早期対応に向けた対策の推進

事業・取組名 高齢者虐待防止推進事業
(予算事業名) 所管課等 介護福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 1,366千円 H28 1,366千円
(当初予算額)

１ 目的
高齢者の尊厳の保持にとって極めて重要である高齢者に対する虐待を防止するため，地域
包括支援センター・介護施設・サービス事業従事者等の高齢者権利擁護意識の向上を図り，

事業・取組の 高齢者虐待防止ネットワークを構築することにより，高齢者が住み慣れた地域で，生きが
目的，概要 いを持ちながら，すこやかで安心して暮らすことのできる長寿社会の実現を図る。

２ 概要
推進体制の整備，研修の開催，広報活動

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の １ 推進体制の整備 １ 推進体制の整備
具体的実施状 高齢者虐待防止推進会議 １回 高齢者虐待防止推進会議 １回
況

２ 研修の開催 ２ 研修の開催
① 施設内虐待防止研修 ① 施設内虐待防止研修

ア 権利擁護推進員養成研修 １回 ア 権利擁護推進員養成研修 １回
イ 看護指導者養成研修 １回 イ 看護指導者養成研修 １回
ウ 看護実務者研修 １回 ウ 看護実務者研修 １回

② 家庭内虐待防止研修 ② 家庭内虐待防止研修
ア 事例報告・検討会等研修 １回 ア 事例報告・検討会等研修 １回

③ 市町村担当者研修会 １回 ③ 市町村担当者研修会 １回

３ 広報活動 ３ 広報活動
① リーフレットの作成 ① リーフレットの作成
② 各種広報媒体による啓発普及 ② 各種広報媒体による啓発普及
③ 県ホームページの更新 ③ 県ホームページの更新

施策の方向 (4)障害者が安心して暮らせる環境の整備

施策の概要 ①障害のある男女のニーズに配慮した自立支援と生活環境の整備

具体的施策 障害者に配慮したまちづくりなど障害者が自立しやすい社会基盤の整備
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事業・取組名 福祉のまちづくり推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 4,599千円 H28 5,181千円
(当初予算額)

１ 目的
「福祉のまちづくり条例」に基づき，公共的施設のバリアフリー化に係る条例事務を行うととも

に，業者，県民等への広報啓発等を実施することにより，福祉のまちづくりを推進する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

・条例事務の指導等
・福祉のまちづくり広報誌の作成
・バリアフリー研修会の開催

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 条例に基づく指導，助言 １ 条例に基づく指導，助言
事業・取組の
具体的実施状 ２ 福祉のまちづくり広報誌発行 ２ 福祉のまちづくり広報誌発行
況 年 ２回 10,000部 （5,000部×２） 年 ２回 10,000部 （5,000部×２）

３ バリアフリー研修会 ３ バリアフリー研修会
年 １回実施 年 １回実施

事業・取組名 人にやさしい道づくり事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 道路維持課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 102,650千円 H28 102,950千円
(当初予算額)

１ 目的
高齢者や障がい者を含むすべての人々が，安全に安心して通行できる歩行空間を確保するため，

事業・取組の 歩道のバリアフリー化を図る。
目的，概要

２ 概要
歩道と車道の段差を解消し適切な勾配を確保するなどの改善を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の １１０箇所を段差改善 ９８箇所を段差改善の予定
具体的実施状
況 平成２７年度末整備済み２，８９５箇所 平成２８年度末整備済み２，９９３箇所予定

（整備率８８％） （整備率９１％予定）

事業・取組名 ふれあいとゆとりの道づくり事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 都市計画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 40,000千円 H28 40,000千円
(当初予算額)

１ 目的
補助事業の対象とならない都市景観アメニティ施設（舗装の高質化等）の整備を行い，個性とう

るおいのあるまちづくりを推進する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

市街地または市街化の進む地域において，商店街の活性化や個性ある街づくりのための景観に配
慮し（高質化），また高齢者等も歩きたくなるような歩道の整備（バリアフリー化）を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

・中央通線（南薩地域振興局）L=250m ・中央通線（南薩地域振興局）L=250m
事業・取組の ・宮之浦中央通線（熊毛支庁屋久島事務所）L=200m ・宮之浦中央通線（熊毛支庁屋久島事務所）L=200m
具体的実施状 ・空港通線（大島支庁徳之島事務所）L=200m ・空港通線（大島支庁徳之島事務所）L=200m
況

以上３箇所において，歩道の整備を実施。 以上３箇所において，歩道の整備を行う予定

具体的施策 障害者の雇用と就労の促進

事業・取組名 企業による障害者雇用促進事業
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課
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県（かごしま，おおすみ，あ
事 業 主 体 いらいさ，あまみ，なんさつ， 予 算 額 H27 5,208千円 H28 5,156千円

ほくさつ，くまげ障害者就業・ (当初予算額)
生活支援センター）

１ 目的
本県の民間企業における障害者実雇用率は，２．０９％と法定雇用率を上回っているものの，約

４割の企業が雇用率を達成しておらず，依然として障害者を取り巻く環境は厳しい状況にある。
事業・取組の （平成２７年６月１日現在，鹿児島労働局調査）
目的，概要 障害者の雇用を促進するためには，県民一般のみならず，特に事業主の理解を深めることが極め

て重要であることから，障害者の受入体験により，事業主の雇用に関する不安を払拭してもらい，
雇用の場の拡大や雇用率未達成企業数の改善を図る。

２ 概要
① 障害者の雇用経験のない企業において，障害者の雇用体験を実施。（最長２週間）

（事業所開拓に当たっては，障害者就業開拓推進員を活用）
② 企業及び障害者に対しては，奨励金及び手当を支給。
③ 雇用体験に伴う課題の把握に努めるとともに，事業実施後においては，雇用に結びつくようハ

ローワークや障害者職業センター等関係機関の各種施策との連携を図る。

事業・取組の Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
具体的実施状
況 ７３事業所７３人に実施 ４６事業所に実施予定

具体的施策 特別支援学校における自立のための教育

事業・取組名 特別支援教育総合推進事業
(予算事業名) 所管課等 特別支援教育室

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 5,289千円 H28 5,043千円
(当初予算額)

１ 目的
障害のある幼児児童生徒の教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支援を行うために，教

育，福祉，医療，保健，労働など関係機関との連携体制を構築し，幼稚園，小・中学校，高等学校
事業・取組の 等における特別支援教育の体制整備を図る。
目的，概要 ２ 概要

・ 障害のある幼児児童生徒に対する理解と認識の深化及び適切な就学の推進
・ 障害のある幼児児童生徒に対する総合的支援体制の整備
・ 特別支援学校の特別支援教育に係るセンター的機能の整備

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 教育支援委員会及び巡回教育相談の実施 １ 教育支援委員会及び巡回教育相談の実施
事業・取組の ・教育支援委員会における判断件数：217件
具体的実施状 ・巡回教育相談実施実績：８市町村 ２ 特別支援連携協議会の実施（県，地域，市町
況 ２ 特別支援連携協議会の実施 村）

・県，地域（振興局単位），市町村に設置 ３ 外部人材の活用による特別支援学校研修会の
・巡回相談による小中学校等支援：1,916回 実施
３ 外部人材の活用による特別支援学校研修会
の実施：24人

施策の概要 ②男女の身体的特徴や性別に配慮した障害者の医療・介護基盤の充実

具体的施策 介護・医療等のサービスの充実

事業・取組名 障害者介護給付事業
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 市町村 予 算 額 H27 6,098,434千円 H28 6,022,899千円
(当初予算額)

１ 目的
障害者が日常生活を営むことができるようサービスを提供することにより，障害者の自立と社会

参加を促進し，もって障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス（居宅介護，短期入所，生活保護，療養介護，施設
入所支援，同行援護等）に係る費用として市町村が支出する費用の一部を負担する。
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Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

（給付実績） （給付予定）
事業・取組の 事業種別 給付額（千円） 事業種別 給付額（千円）
具体的実施状 居宅介護等事業 ６９８，１２３千円 居宅介護等事業 ７４８，３２０千円
況 短期入所事業 １３９，１５３千円 短期入所事業 １４３，７９２千円

生活介護事業 ３，２６６，７８７千円 生活介護事業 ３，３７２，２８５千円
療養介護事業 ４６８，８６７千円 療養介護事業 ３４６，６９２千円

施設入所支援事業 １，１８７，８００千円 施設入所支援事業 １，２１９，４２７千円
サービス利用計画作成費助成事業 １２１，８６３千円 サービス利用計画作成費助成事業 １３１，２４６千円

同行援護事業 ４５，６７１千円 同行援護事業 ５８，８３１千円
障害福祉サービス等報
酬専門指導員設置事業 ２，３０６千円

具体的施策 障害者の自立支援のためのサービス提供者等の人材育成

事業・取組名 障害福祉人材育成事業
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 1,269千円 H28 1,277千円
(当初予算額)

事業・取組の 地域の自立支援協議会や障害保健福祉圏域ごとに設置されている地域連絡協議会を活用して，市町
目的，概要 村，相談支援事業所，障害福祉サービス事業所，基幹相談支援センター等から成る相談支援ネットワ

ークを構築し，総合的な相談支援体制の充実を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の 受講者数 受講者数
具体的実施状 相談支援従事者研修（国） 4人 相談支援従事者研修（国） 4人
況 サービス管理責任者研修（国） 6人 サービス管理責任者研修（国） 6人

強度行動障害支援者養成研修（基礎研修） 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）
（国）2人 （国） 2人
強度行動障害支援者養成研修（実践研修） 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）
（国）2人 （国） 2人

具体的施策 相談体制の整備

事業・取組名 県障害者相談支援体制整備事業
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 1,986千円 H28 3,483千円
(当初予算額)

地域の自立支援協議会や障害保健福祉圏域ごとに設置されている地域連絡協議会を活用して，市町
事業・取組の 村，相談支援事業所，障害福祉サービス事業所，基幹相談支援センター等から成る相談支援ネットワ
目的，概要 ークを構築し，総合的な相談支援体制の充実を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

① 県障害者自立支援協議会 ① 県障害者自立支援協議会の開催
事業・取組の (ｱ)第1回開催日：平成27年8月31日 地域における相談支援体制を整備し，県全体の
具体的実施状 出席委員数 ：18名 相談支援体制を構築するために，主導的役割を担
況 (ｲ)第2回開催日：平成28年3月24日 う協議の場として，県自立支援協議会を開催す

出席委員数 ：12名 る。
② 障害者地域連絡協議会 ② 障害者地域連絡協議会の開催（地域振興局・支

・協議会数 ：7協議会 庁）
・開催回数 ：10回 障害保健福祉圏域内の地域障害者自立支援協議

③ 県内アドバイザー派遣 会等の活性化を図るために必要な支援を行うとと
・派遣回数 ：4回（４人） もに，圏域における障害者等への支援体制や社会

資源に関する課題等の共有と協議の場として運営
する。

③ 県内アドバイザーの派遣
地域課題への対応等について助言，指導を行

い，相談支援従事者の資質の向上を図る。
④ 相談支援ネットワーク強化事業

専門的な研修の実施等により，相談支援専門員
等の資質向上を図る。

具体的施策 障害者の虐待防止のための普及・啓発と相談窓口の設置等早期対応に向けた対策の推進
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事業・取組名 障害者虐待防止対策事業
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 1,788千円 H28 1,788千円
(当初予算額)

障害者虐待については，その未然防止や早期発見，迅速な対応法，その後の適切な支援が重要であ
事業・取組の ることから，障害者虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を行うため，障害者権利擁護センタ
目的，概要 ーの運営，障害者施設の従事者・管理者・市町村の相談窓口職員を対象とした研修会を開催するとと

もに，各種広報媒体による普及・啓発を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 虐待防止対策支援に関すること １ 虐待防止対策支援に関すること
事業・取組の （１）障害者虐待防止・権利養護研修 （１）障害者虐待防止・権利養護研修事業
具体的実施状 ・平成28年１月12日 354名 ① 障害福祉サービス事業所等研修
況 （２）指導者養成研修 ア 従業者向け

研修講師養成研修への参加 イ 管理者向け
・開催時期：平成27年8月11日～12日(東京) ② 障害者虐待相談窓口職員等研修
・内 容：研修の企画運営について （２）指導者養成研修

２ 普及啓発 研修講師養成研修への参加
・各種公報媒体，県HP等による普及啓発 ・開催時期：平成28年11月頃（東京）
（パンフレット3,000部作成・配布） ・内 容：研修の企画運営について

３ 障害者権利擁護センターの設置，運営 ２ 普及啓発
障害者権利擁護センターを運営し，虐待事 ・各種公報媒体，県HP等による普及啓発

例の収集や，関係機関への報告等を行う。 （パンフレット作成・配布）
３ 障害者権利擁護センターの設置，運営

障害者権利擁護センターを運営し，虐待事例の
収集や，関係機関への報告等を行う。

施策の方向 (5)外国人が安心して暮らせる環境の整備

施策の概要 ①複合的な生活上の困難を抱える外国人の女性に対する支援

具体的施策 外国人の地域での孤立化を防止するための交流等の支援

事業・取組名 国際交流プラザ設置事業
(予算事業名) 所管課等 国際交流課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 18,861千円 H28 25,257千円
(当初予算額)

１ 目的
県民と外国人が気軽に交流し，情報の交換を行うなど相互の理解を深める場として，かごしま県

民交流センター１階に「国際交流プラザ」を設置し，県民・外国人・国際交流団体への交流の場の
事業・取組の 提供，在住外国人・留学生に対する各種相談等の情報提供・発信を行う。
目的，概要

２ 概要
ア 施設概要

・設置場所：かごしま県民交流センター１階
・施設内容：事務室，相談室，交流サロン，資料コーナー

イ 機能
・交流促進機能：県民と外国人との交流，国際交流団体相互の交流
・情報提供，発信機能：各種生活情報，海外情報等の提供
・相談機能：在住外国人等の生活相談，留学相談等
・研修機能：外国語・文化講座等の実施

※ プラザの運営を公益財団法人鹿児島県国際交流協会へ委託

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

国際交流プラザの設置により，県民と外国人 国際交流プラザの設置により，県民と外国人との
事業・取組の との交流の場を提供し，交流促進を図った。 交流の場を提供し，交流促進を図る。
具体的実施状 ＜概要＞
況 ・国際交流プラザの利用状況（H27年度）

入館者数：12,971人
・プラザを訪問した県民と外国人との交流，外

国人同士の交流を図った。
・国際交流・国際協力に関する会議に対し，会

議室を無料で提供した。

具体的施策 行政情報・生活情報等の多言語による提供，相談体制の充実等による外国人の生活支援

事業・取組名 国際交流プラザ設置事業【再掲】
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(予算事業名) 所管課等 国際交流課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 18,861千円 H28 25,257千円
(当初予算額)

１ 目的
県民と外国人が気軽に交流し，情報の交換を行うなど相互の理解を深める場として，かごしま県

民交流センター１階に「国際交流プラザ」を設置し，県民・外国人・国際交流団体への交流の場の
事業・取組の 提供，在住外国人・留学生に対する各種相談等の情報提供・発信を行う。
目的，概要 ２ 概要

ア 施設概要
・設置場所：かごしま県民交流センター１階
・施設内容：事務室，相談室，交流サロン，資料コーナー

イ 機能
・交流促進機能：県民と外国人との交流，国際交流団体相互の交流
・情報提供，発信機能：各種生活情報，海外情報等の提供
・相談機能：在住外国人等の生活相談，留学相談等
・研修機能：外国語・文化講座等の実施

※ プラザの運営を公益財団法人鹿児島県国際交流協会へ委託

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

国際交流プラザの設置により，各種生活情報 国際交流プラザの設置により，各種生活情報，海
事業・取組の や海外情報を提供したほか，在住外国人等の生 外情報等の提供（外国語新聞・雑誌，ビデオ，イン
具体的実施状 活相談等に応じた。 ターネット），観光・伝統行事の紹介のほか，在住
況 ＜概要＞ 外国人等の生活相談等に応じる。

・国際交流プラザの利用状況（H27年度）
入館者数：12,971人
カウンセリング受付件数：357件

（うち外国人からの相談件数：69件）

具体的施策 暴力の被害を受けた女性からの相談への対応・保護

事業・取組名 男女共同参画相談事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 男女共同参画センター

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 7,522千円 H28 7,476千円
(当初予算額)

１目 的
事業・取組の ＤＶ等女性に対する暴力の被害者に対し，精神的な回復や自立支援を関係機関と連携して行う。
目的，概要

２概 要
一般相談（電話・面接）
専門相談（女性のための法律相談 メンタルヘルス相談）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 男女共同参画相談事業 １ 男女共同参画相談事業
事業・取組の ①一般相談 （男女共同参画相談員） ①一般相談 （男女共同参画相談員）
具体的実施状 暴力事案相談件数：５６５件 ②専門相談
況 （うち外国人の女性からの相談 ０件） ・女性のための法律相談

②専門相談 ・メンタルヘルス相談
・法律相談
・メンタルヘルス相談

２ 女性のための法律１１０番 ２ 女性のための法律１１０番
・期 日：１１月１８日 ・期 日：１１月１６日
・相談対応：女性弁護士 ・相談対応：女性弁護士
・相談件数：１４件 （女性に対する暴力防止キャンペーンの一
（女性に対する暴力防止キャンペーンの一 環として実施）
環として実施）

事業・取組名 婦人保護費【再掲】
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 13,111千円 H28 13,487千円
(当初予算額)

１ 配偶者暴力相談支援対策費
事業・取組の ①目 的 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため，相談，調査，判定，指導及
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目的，概要 び収容保護を行う。
②概 要 ＤＶ被害者等からの各般の相談に応じ指導，一時保護その他の援助を行う。
③実施主体 県

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

婦人相談員 ４名 婦人相談員 ４名
事業・取組の 相談件数 ２，０８４件 要保護女子等からの相談，指導等の実施
具体的実施状 （うち 人身取引 ０件）
況

一時保護件数 ３２件（外国人 ０件） 一時保護の実施
（うちＤＶ被害者 ２５件）

具体的施策 外国人留学生への奨学金の給付等，外国人への経済的支援

事業・取組名 かごしま留学生支援事業
(予算事業名) 所管課等 国際交流課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 2,450千円 H28 2,450千円
(当初予算額)

１ 目的 外国人留学生の勉学・生活の安定化と将来の人的ネットワークの形成に資するため，
事業・取組の 県内在住の私費外国人留学生に対し奨学金を給付する。
目的，概要

２ 概要 県内に居住する私費留学生１０名に，月額２万円の奨学金を給付する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

受給者 １０名（女性７名） 受給予定者 １０名（女性７名）
事業・取組の
具体的実施状 大学別国籍別受給者 大学別受給予定者
況 ・鹿児島大学 中国４名， ・鹿児島大学 中国５名

韓国１名 ・鹿児島国際大学 中国２名
・鹿児島国際大学 中国３名 ・第一工業大学 台湾１名
・鹿屋体育大学 中国１名 ・志學館大学 中国１名
・第一工業大学 中国１名 ・鹿児島女子短期大学 ベトナム１名

施策の方向 (6)その他複合的に困難な状況に置かれている人々の支援

施策の概要 ①同和問題等人権問題の解決

具体的施策 人権相談体制の充実

事業・取組名 人権啓発推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 人権同和対策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 29,718千円 H28 28,177千円
(当初予算額) の一部 の一部

１ 目的 平成16年12月に策定（平成23年９月一部変更）した「県人権教育・啓発基本計画」に基
事業・取組の づき，女性の人権問題をはじめとする様々な人権問題について，県民の正しい理解と認識
目的，概要 が一層深まるよう，創意工夫を凝らした各種の人権啓発活動を実施する。

２ 概要 (1) 啓発資料作成・配布 (2) 啓発広報 (3) 講演会・研修会の開催等 (4)その他

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

(1) 啓発資料作成，配布 (1) 啓発資料作成，配布
事業・取組の ・人権啓発パンフレット 45,000部 ・人権啓発パンフレット 45,000部
具体的実施状 ・人権啓発ポスター 3,200枚 ・人権啓発ポスター 3,200枚
況 ・人権に関するポスターコンクール ・人権に関するポスターコンクール

最優秀賞受賞作品ポスター 3,200枚 最優秀賞受賞作品ポスター 3,200枚
(2) 啓発広報 (2) 啓発広報

・テレビ,ラジオ，新聞，県ホームページ， ・テレビ,ラジオ，新聞，県ホームページ，
バナー広告等による広報 バナー広告等による広報

・人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ入賞作品展の開催 ・人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ入賞作品展の開催
(3) 講演会，研修会の開催等 (3) 講演会，研修会の開催等

・人権啓発フェステバル ４会場 970人 ・人権啓発フェステバル ４会場
・人権同和問題県民のつどい 800人 等 ・人権同和問題県民のつどい 等

(4) その他 (4) その他
・人権の花運動の実施 25校 ・人権の花運動の実施 25校
・人権に関するポスターコンクールの実施 等 ・人権に関するポスターコンクールの実施 等
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施策の概要 ②性的指向や性同一性障害等を理由として困難な状況に置かれている人々への支援

具体的施策 差別や偏見の解消を目指した教育・啓発活動

事業・取組名 人権啓発推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 人権同和対策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 29,718千円 H28 28,177千円
(当初予算額) の一部 の一部

１ 目的 平成16年12月に策定（平成23年９月一部変更）した「県人権教育・啓発基本計画」に基
事業・取組の づき，女性の人権問題をはじめとする様々な人権問題について，県民の正しい理解と認識
目的，概要 が一層深まるよう，創意工夫を凝らした各種の人権啓発活動を実施する。

２ 概要 (1) 啓発資料作成・配布 (2) 啓発広報 (3) 講演会・研修会の開催等 (4)その他

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

(1) 啓発資料作成，配布 (1) 啓発資料作成，配布
事業・取組の ・人権啓発パンフレット 45,000部 ・人権啓発パンフレット 45,000部
具体的実施状 ・人権啓発ポスター 3,200枚 ・人権啓発ポスター 3,200枚
況 ・人権に関するポスターコンクール ・人権に関するポスターコンクール

最優秀賞受賞作品ポスター 3,200枚 最優秀賞受賞作品ポスター 3,200枚
(2) 啓発広報 (2) 啓発広報

・テレビ,ラジオ，新聞，県ホームページ， ・テレビ,ラジオ，新聞，県ホームページ，
バナー広告等による広報 バナー広告等による広報

・人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ入賞作品展の開催 ・人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ入賞作品展の開催
(3) 講演会，研修会の開催等 (3) 講演会，研修会の開催等

・人権啓発フェステバル ４会場 970人 ・人権啓発フェステバル ４会場
・人権同和問題県民のつどい 800人 等 ・人権同和問題県民のつどい 等

(4) その他 (4) その他
・人権の花運動の実施 25校 ・人権の花運動の実施 25校
・人権に関するポスターコンクールの実施 等 ・人権に関するポスターコンクールの実施 等

事業・取組名 人権教育研修資料作成・配布（人権教育推進事業）【再掲】
(予算事業名) 所管課等 人権同和教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 1,650千円 H28 1,650千円
(当初予算額)

１ 目的
「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」，「県人権教育・啓発基本計画」等に基づいて，

学校教育及び社会教育における教職員等の人権意識の高揚と資質向上を図るための研修資料を作成
事業・取組の する。
目的，概要

２ 概要
・ 作成部数：２４，０００冊
・ 配 布 先：全ての教職員等

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の ・ 平成28年度人権教育研修資料「なくそう差 ・ 平成29年度人権教育研修資料「なくそう差別
具体的実施状 別 築こう明るい社会」の作成 築こう明るい社会」の作成
況 (２月作成完了，24,000冊印刷,H28年４月に全 (24,000冊,全ての教職員等に配布予定)

ての教職員等に配布)

具体的施策 人権侵害の被害者の救済

事業・取組名 人権啓発推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 人権同和対策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 29,718千円 H28 28,177千円
(当初予算額) の一部 の一部

１ 目的 平成16年12月に策定（平成23年９月一部変更）した「県人権教育・啓発基本計画」に基
事業・取組の づき，女性の人権問題をはじめとする様々な人権問題について，県民の正しい理解と認識
目的，概要 が一層深まるよう，創意工夫を凝らした各種の人権啓発活動を実施する。

２ 概要 (1) 啓発資料作成・配布 (2) 啓発広報 (3) 講演会・研修会の開催等 (4)その他

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

(1) 啓発資料作成，配布 (1) 啓発資料作成，配布
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事業・取組の ・人権啓発パンフレット 45,000部 ・人権啓発パンフレット 45,000部
具体的実施状 ・人権啓発ポスター 3,200枚 ・人権啓発ポスター 3,200枚
況 ・人権に関するポスターコンクール ・人権に関するポスターコンクール

最優秀賞受賞作品ポスター 3,200枚 最優秀賞受賞作品ポスター 3,200枚
(2) 啓発広報 (2) 啓発広報

・テレビ,ラジオ，新聞，県ホームページ， ・テレビ,ラジオ，新聞，県ホームページ，
バナー広告等による広報 バナー広告等による広報

・人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ入賞作品展の開催 ・人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ入賞作品展の開催
(3) 講演会，研修会の開催等 (3) 講演会，研修会の開催等

・人権啓発フェステバル ４会場 970人 ・人権啓発フェステバル ４会場
・人権同和問題県民のつどい 800人 等 ・人権同和問題県民のつどい 等

(4) その他 (4) その他
・人権の花運動の実施 25校 ・人権の花運動の実施 25校
・人権に関するポスターコンクールの実施 等 ・人権に関するポスターコンクールの実施 等

具体的施策 人権相談体制や相談・カウンセリング体制等の整備

事業・取組名 人権啓発推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 人権同和対策課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 29,718千円 H28 28,177千円
(当初予算額) の一部 の一部

１ 目的 平成16年12月に策定（平成23年９月一部変更）した「県人権教育・啓発基本計画」に基
事業・取組の づき，女性の人権問題をはじめとする様々な人権問題について，県民の正しい理解と認識
目的，概要 が一層深まるよう，創意工夫を凝らした各種の人権啓発活動を実施する。

２ 概要 (1) 啓発資料作成・配布 (2) 啓発広報 (3) 講演会・研修会の開催等 (4)その他

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

(1) 啓発資料作成，配布 (1) 啓発資料作成，配布
事業・取組の ・人権啓発パンフレット 45,000部 ・人権啓発パンフレット 45,000部
具体的実施状 ・人権啓発ポスター 3,200枚 ・人権啓発ポスター 3,200枚
況 ・人権に関するポスターコンクール ・人権に関するポスターコンクール

最優秀賞受賞作品ポスター 3,200枚 最優秀賞受賞作品ポスター 3,200枚
(2) 啓発広報 (2) 啓発広報

・テレビ,ラジオ，新聞，県ホームページ， ・テレビ,ラジオ，新聞，県ホームページ，
バナー広告等による広報 バナー広告等による広報

・人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ入賞作品展の開催 ・人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ入賞作品展の開催
(3) 講演会，研修会の開催等 (3) 講演会，研修会の開催等

・人権啓発フェステバル ４会場 970人 ・人権啓発フェステバル ４会場
・人権同和問題県民のつどい 800人 等 ・人権同和問題県民のつどい 等

(4) その他 (4) その他
・人権の花運動の実施 25校 ・人権の花運動の実施 25校
・人権に関するポスターコンクールの実施 等 ・人権に関するポスターコンクールの実施 等

施策の方向 (7)子どもが安心・安全に暮らせる環境の整備

施策の概要 ①子どもに対する虐待や性犯罪等暴力の根絶

具体的施策 子どもに対する虐待や性犯罪等暴力を根絶するための体制整備と予防啓発等の充実

事業・取組名 児童虐待防止対策事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 8,002千円 H28 8,136千円
(当初予算額)

１ 目 的 児童虐待の早期発見と早期対応の体制づくりを行うとともに，地域におけるネットワ
ークを整備し，児童虐待の防止に努める。

事業・取組の ２ 概 要 ・児童虐待対応（相談援助活動，精神科医によるカウンセリング，弁護士による法的
目的，概要 助言等）

・子ども虐待防止ネットワーク会議の開催
・子どもSOS地域連絡会議の開催
・市町村の相談担当職員等に対する子ども虐待に関する研修会の開催
・広報啓発

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 児童相談所の体制整備（３児童相談所） １ 児童相談所の体制整備（３児童相談所）
事業・取組の ・ 大隅児童相談所に児童福祉司１名を配置 ・ 心理判定員，嘱託医等非常勤職員の配置
具体的実施状 ・ 児童福祉司29名，児童心理司7名の他，精
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況 神科医，保健師，保育士などの専門職を配
置 ３ 関係機関との連携体制の整備

・ 心理判定員，嘱託医等非常勤職員の配置 ・ 子ども虐待防止ネットワーク会議の開催
平成28年6月1日（水）開催予定

２ 関係機関との連携体制の整備 ・ こどもSOS地域連絡会議の開催
・ 子ども虐待防止ネットワーク会議の開催 7地区にて開催予定(会場数は未定)

平成27年5月27日（水）開催
・ こどもSOS地域連絡会議の開催

7地区11会場にて開催

事業・取組名 児童虐待防止対策【再掲】
(予算事業名) 所管課等 少年課

事 業 主 体 県（警察本部） 予 算 額 H27 ー 千円 H28 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 「児童虐待の防止等に関する法律」に基づき，警察としての責務を果たすため，児童虐待の早期
目的，概要 発見・被害児童の早期保護に向けた取組を強化する。

２ 概要
・ 児童の安全確認と確保を最優先とした対応
・ 児童の保護に向けた関係機関との連携，情報共有
・ 事案の緊急性・重大性を踏まえた迅速・的確な捜査の推進と児童の救出保護

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の （平成27年中） ・ 警察活動による児童虐待防止対策
具体的実施状 ・ 児童虐待事件の検挙件数 ・ 関係機関との連携（児童相談所等との連絡会
況 ７件７人を検挙，７人の児童を保護 の開催）

・ 児童虐待認知件数 117件
児童相談所への通告児童数 101人

具体的施策 援助交際及び出会い系サイト等の利用防止のための教育，啓発活動の推進

事業・取組名 青少年環境づくり推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 2,085千円 H28 2,013千円
(当初予算額)

１ 青少年保護育成審議会の開催（年２回）
① 目 的 鹿児島県青少年保護育成条例の実施に関する必要な事項について調査審議する。
② 概 要 主に映画等の推奨，有害映画等の指定，有害図書等の指定，有害がん具刃物等の

事業・取組の 指定を調査審議する。
目的，概要 ③ 実施主体 県

２ 青少年環境づくり懇談会の開催
① 目 的 各地域における青少年問題について，関係業界や関係機関・団体との情報交換等

を行い，青少年を取り巻く社会環境の浄化活動の推進を図る。
② 概 要 青少年健全育成上の問題点や関係業界，関係機関・団体等の取組等について情報

交換する。
③ 実施主体 各地域振興局・支庁

３ 県青少年保護育成条例に基づく立入調査の実施
① 目 的 青少年を取り巻く社会環境を整備し，青少年の保護と健全な育成を図ることを目

的に，県青少年保護育成条例に基づく立入調査を行う。
② 概 要 図書等取扱店，がん具等販売店，興行場等の立入調査及び指導を行う。
③ 実施主体 県，各地域振興局・支庁

４ 青少年環境情報誌「ヘルシーユースかごしま」の発行
① 目 的 県青少年保護育成条例に関する事項や青少年の健全育成に関する情報について掲

載し，広く県民に周知し啓発を図る。
② 概 要 関係機関・団体，各学校，市町村等に配布する。
③ 実施主体 県

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 県青少年保護育成審議会の開催 １ 県青少年保護育成審議会の開催
事業・取組の 第１回県青少年保護育成審議会 第１回県青少年保護育成審議会
具体的実施状 平成27年５月27日（水） 平成28年６月開催予定
況 ・有害映画63本，有害図書38冊の指定報

告 第２回県青少年保護育成審議会
・図書16冊の有害指定 平成28年12月開催予定
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第２回県青少年保護育成審議会
平成27年11月17日（火）
・映画の推奨１本，有害映画45本，有害

図書30冊の指定報告
・図書９冊の有害指定

２ 青少年環境づくり懇談会の開催 ２ 青少年環境づくり懇談会の開催
・ 平成27年６月から平成28年２月にかけて ・ 平成28年６月から平成29年２月にかけて

７地域振興局・支庁で開催 ７地域振興局・支庁で開催

３ 県青少年保護育成条例に基づく立入調査 ３ 県青少年保護育成条例に基づく立入調査
・ 県内全域 ・ 県内全域
・ ７月～８月を強調期間として，年間を通 ・ ７月～８月を強調期間として，年間を通して

して立入調査を実施する。 立入調査を実施する。
・ 図書等取扱店，古物商店，がん具刃物店 ・ 図書等取扱店，古物商店，がん具刃物店，ゲ

ゲームセンター，ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ，ネットカフ ームセンター，ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ，ネットカフェ，映
ェ，映画館，図書等自動販売機など， 画館，図書等自動販売機など
1,166店舗を対象に立入調査を実施

４ 青少年環境情報誌「ヘルシーユースかごし ４ 青少年環境情報誌「ヘルシーユースかごし
ま」の発行 ま」の発行
・ 10.000部作成 ・ 10.000部作成
・ 平成28年２月に関係機関・団体，小・中 ・ 平成29年１月に関係機関・団体，小・中学

学校，高等学校，特別支援学校，各市町村 校，高等学校，特別支援学校，各市町村等に配
等に配布 布予定

事業・取組名 情報モラル教育の充実・推進【再掲】
(予算事業名) 所管課等 義務教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 3,531千円 H28 4,407千円
(当初予算額)

１ 目的
ネット上の問題の現状把握と分析，学校における情報モラルの指導，家庭での指導等

事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

・ 情報モラル等に関する実態調査
・ ネットいじめ防止対策事業

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 情報モラル等に関する実態調査 １ 情報モラル等に関する実態調査
事業・取組の ・ インターネット利用等に関する調査の実 ・ インターネット利用等に関する調査の実施
具体的実施状 施 ・ 調査・分析結果等を踏まえたフォーラムの実
況 ・ 調査・分析結果等を踏まえたフォーラム 施

の実施 ２ ネットいじめ防止対策事業
２ 学校ネットパトロール事業 (1) 学校ネットパトロール事業

・ 学校非公式サイト等への問題のある書き ・ 学校非公式サイト等への問題のある書き込
込みや画像の監視 みや画像の監視

・ 監視結果に基づく学校等への情報提供， ・ 監視結果に基づく学校等への情報提供，家
家庭や関係機関等と連携した問題行動等の 庭や関係機関等と連携した問題行動等の未然
未然防止，早期発見・早期対応 防止，早期発見・早期対応

(2) 大学生ネット指導者キャラバン事業
・ ネットトラブルやＳＮＳ利用に詳しい大学

生による出前授業の実施

具体的施策 メディアによる子どもに対する性・暴力表現の流通・閲覧等に対する対策

事業・取組名 青少年環境づくり推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 2,085千円 H28 2,013千円
(当初予算額)

１ 青少年保護育成審議会の開催（年２回）
① 目 的 鹿児島県青少年保護育成条例の実施に関する必要な事項について調査審議する。
② 概 要 主に映画等の推奨，有害映画等の指定，有害図書等の指定，有害がん具刃物等の

事業・取組の 指定を調査審議する。
目的，概要 ③ 実施主体 県

２ 青少年環境づくり懇談会の開催
① 目 的 各地域における青少年問題について，関係業界や関係機関・団体との情報交換等

を行い，青少年を取り巻く社会環境の浄化活動の推進を図る。
② 概 要 青少年健全育成上の問題点や関係業界，関係機関・団体等の取組等について情報
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交換する。
③ 実施主体 各地域振興局・支庁

３ 県青少年保護育成条例に基づく立入調査の実施
① 目 的 青少年を取り巻く社会環境を整備し，青少年の保護と健全な育成を図ることを目

的に，県青少年保護育成条例に基づく立入調査を行う。
② 概 要 図書等取扱店，がん具等販売店，興行場等の立入調査及び指導を行う。
③ 実施主体 県，各地域振興局・支庁

４ 青少年環境情報誌「ヘルシーユースかごしま」の発行
① 目 的 県青少年保護育成条例に関する事項や青少年の健全育成に関する情報について掲

載し，広く県民に周知し啓発を図る。
② 概 要 関係機関・団体，各学校，市町村等に配布する。
③ 実施主体 県

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 県青少年保護育成審議会の開催 １ 県青少年保護育成審議会の開催
事業・取組の 第１回県青少年保護育成審議会 第１回県青少年保護育成審議会
具体的実施状 平成27年５月27日（水） 平成28年６月開催予定
況 ・有害映画63本，有害図書38冊の指定報

告 第２回県青少年保護育成審議会
・図書16冊の有害指定 平成28年12月開催予定
第２回県青少年保護育成審議会
平成27年11月17日（火）
・映画の推奨１本，有害映画45本，有害

図書30冊の指定報告
・図書９冊の有害指定

２ 青少年環境づくり懇談会の開催 ２ 青少年環境づくり懇談会の開催
・ 平成27年６月から平成28年２月にかけて ・ 平成28年６月から平成29年２月にかけて

７地域振興局・支庁で開催 ７地域振興局・支庁で開催

３ 県青少年保護育成条例に基づく立入調査 ３ 県青少年保護育成条例に基づく立入調査
・ 県内全域 ・ 県内全域
・ ７月～８月を強調期間として，年間を通 ・ ７月～８月を強調期間として，年間を通して

して立入調査を実施する。 立入調査を実施する。
・ 図書等取扱店，古物商店，がん具刃物店 ・ 図書等取扱店，古物商店，がん具刃物店，ゲ

ゲームセンター，ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ，ネットカフ ームセンター，ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ，ネットカフェ，映
ェ，映画館，図書等自動販売機など， 画館，図書等自動販売機など
1,166店舗を対象に立入調査を実施

４ 青少年環境情報誌「ヘルシーユースかごし ４ 青少年環境情報誌「ヘルシーユースかごし
ま」の発行 ま」の発行
・ 10.000部作成 ・ 10.000部作成
・ 平成28年２月に関係機関・団体，小・中 ・ 平成29年１月に関係機関・団体，小・中学

学校，高等学校，特別支援学校，各市町村 校，高等学校，特別支援学校，各市町村等に配
等に配布 布予定

施策の概要 ②暴力被害者である子どもの早期発見と適切な保護

具体的施策 子どもが相談しやすい環境整備と被害児童に対する適切な対応

事業・取組名 児童生徒への各種相談事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 義務教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 99,082千円 H28 86,791千円
(当初予算額)

１ 目的
暴力被害者である児童生徒からの相談事業を通して，悩みの解消の一助とすることができる。

事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

・ スクールカウンセラー等活用事業
・ スクールソーシャルワーカー活用事業
・ かごしま教育ホットライン２４

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 「スクールカウンセラー等活用事業」の推 １ 「スクールカウンセラー等活用事業」の推進
事業・取組の 進
具体的実施状 ２ 「スクールソーシャルワーカー活用事業」 ２ 「スクールソーシャルワーカー活用事業」の
況 の推進 推進

３ かごしま教育ホットライン２４の活用 ３ かごしま教育ホットライン２４の活用
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具体的施策 家庭相談員等による相談対応及び体制の充実

事業・取組名 家庭児童相談室設置事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 11,691千円 H28 11,717千円
(当初予算額)

１ 目 的 家庭における適正な児童の養育，その他家庭児童福祉の向上を図るため。

事業・取組の ２ 概 要 各地域振興局に設置された家庭児童相談室において，社会福祉主事及び家庭相談員が
目的，概要 児童の各種相談に応じる。

また，各家庭相談員の資質の向上並びに相談業務の積極的な推進を図るとともに，相
互の連携を密にし家庭児童福祉の充実に資するため，家庭相談員の研修会を実施する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ ９地域振興局等に家庭相談員９名を配置 １ ９地域振興局等に家庭相談員９名を配置
事業・取組の
具体的実施状 ２ 家庭児童相談担当者研修会 ２ 家庭児童相談担当者研修会
況 ・日時 ２７年６月４日(木)～５日(金)) ・日時 平成２８年５月２６日(木)～２７日

・場所 県赤十字血液センター (金)
・内容 ・場所 県赤十字血液センター
①事例発表（阿久根市） ・内容

「養育能力に乏しい両親と５人の子ども 事例発表
達との関わり」 （いちき串木野市）

②「精神保健福祉センターの概要」 「生活設計を立てられない母親の自立支援と
精神保健福祉センター（室屋技術主査) 二人の子どもの養育」

③「虐待の現状と具体的対応について」 （志布志市）
中央児相相談所（伊藤第二課長） 「自立に向けての心のケア」

具体的施策 子どもに関する悩みを抱える家庭からの電話相談への対応

事業・取組名 子ども・家庭１１０番設置事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 4,681千円 H28 4,616千円
(当初予算額)

１ 目 的 都市化や核家族化の進行，女性の社会進出や就労形態の多様化等により，家族や地域
の養育機能が低下し，子育てに関する不安及び児童の問題で悩みを抱える家庭が増加し

事業・取組の ている事から，「こども・家庭１１０番」を設置し，相談援助体制の確立を図ることに
目的，概要 より，家庭や地域における児童養育を支援し，児童の健全育成に質する。

２ 概 要 児童を有する家庭等の悩み，問題等に対し，電話による相談を通じ，早期に適切な援
助を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 職員配置 １ 職員配置
事業・取組の 専用電話で非常勤の電話相談員２名で対応 専用電話で非常勤の電話相談員２名で対応
具体的実施状 ※昼間と夜間各１名の交替勤務 ※昼間と夜間各１名の交替勤務
況

２ 受付時間 ２ 受付時間
平日 午前９時から午後10時 平日 午前９時から午後10時

３ H27年度相談件数 678件

具体的施策 母子・父子自立支援員による相談対応

事業・取組名 母子・父子自立支援員等設置費
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 35,808千円 H28 35,873千円
(当初予算額)

１ 目的
母子・父子自立支援員を設置し，配偶者のない女子又は男子で現に児童を扶養している者及び寡

婦に対し，相談に応じ，その自立に必要な情報提供及び指導を行うほか，職業能力の向上及び求職
事業・取組の 活動に関する支援を行う等，母子家庭等の自立の促進や福祉の増進に努める。
目的，概要 ２ 概要
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設置場所：県地域振興局，各支庁，大島支庁徳之島事務所
設置人数：非常勤 14名，常勤 1名

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

○人員数 ○人員数
事業・取組の 非常勤職員 １４名 非常勤職員 １４名
具体的実施状 常勤職員 １名 常勤職員 １名
況 ○出勤日数（非常勤） ３，２０９日

○訪問延件数 ４，４６５件
○関係機関連絡延件数 ７２９件
○会議出会数 ２３９件
○相談件数 １３，２６７件
○解決件数 ９，９９１件

具体的施策 発育に問題のある乳幼児等に対する専門的支援の実施

事業・取組名 乳幼児発達相談指導事業
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 1,068千円 H28 1,064千円
(当初予算額)

１ 目的
明らかな異常ではないが，発育や精神・運動等の発達に問題のある乳幼児又はそのおそれのある

乳幼児等に対して，早期に専門的支援を行うほか，必要に応じて療育施設及び療育ケアの紹介を行
事業・取組の うことにより，乳幼児の健全な発達を促進する。
目的，概要 ２ 概要

各種乳幼児健康診査，育児相談等の結果，発育面や運動及び精神機能等の発達面に問題がある乳
幼児等を対象に，保健所において，専門スタッフによる診察又は日常生活等に関する発達相談指導
（乳幼児発育発達クリニック）を定期的に実施する。さらに，発達相談の結果，発達に関する訓練
指導等を要すると認められる乳幼児については，医師，保健師，理学療法士等により発達の訓練指
導等を継続して行う。 （離島４保健所で実施）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の 乳幼児発育発達クリニックの実施状況 離島４保健所で実施する
具体的実施状 開設回数 相談実人員 相談延人員
況 １７回 １０１人 １０７人

具体的施策 児童相談所等における被害児童の保護，相談・支援

事業・取組名 児童一時保護事業，大島児童相談所一時保護所費
(予算事業名) 所管課等 子ども福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 47,175千円 H28 51,947千円
(当初予算額)

１ 目 的 要保護児童を一時保護して，児童の資質の判定，行動観察を行い，また必要に応じた
治療指導を行う。

事業・取組の ２ 概 要 ・一時保護を行う場合
目的，概要 （緊急保護）被虐待児童など保護者の看護が不適当であったり，家出児童等の保護

（行動観察）児童の対人関係や学習態度，学習能力，生活習慣等について観察を行い，
児童の援助指針を定めるための保護

（短期入所指導）行動観察と併せて心理的技法等を用いて，問題行動等の改善を図るための
保護

・一時保護については，児童相談所の一時保護所（中央・大島）で行うほか，児童福祉
施設や医療機関等に委託をすることが適切であると判断される場合には，一時保護委
託を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 一時保護の体制 １ 一時保護の体制
事業・取組の 定員 中央児相 25名，大島児相 6名 定員 中央児相 25名，大島児相 6名
具体的実施状 職員配置 中央児相 1７名，大島児相 7名 職員配置 中央児相 1８名，大島児相 7名
況 （非常勤職員を含む） （非常勤職員を含む）

中央児童相談所の一時保護所に非常勤職員
（児童等学習指導員）を配置

２ 一時保護の状況（３児童相談所分）
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・一時保護所 実人員160人 延人員3,143人
・一時保護委託 実人員139人 延人員2,931人

具体的施策 子どもが被害者となる性犯罪，児童虐待，児童ポルノ及び児童買春事案に対する適切な
対処

事業・取組名 被害少年保護活動の推進
(予算事業名) 所管課等 少年課

事 業 主 体 県（警察本部） 予 算 額 H27 ー 千円 H28 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的
少年の福祉を害する性犯罪や児童虐待などの被害少年に係る適切な支援，再被害及び被害拡大の

防止等の保護対策を推進する。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

・ 少年相談の充実
・ 被害少年に対する適切な支援の推進
・ 被害少年カウンセリングアドバイザーによる継続的な支援

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

（平成27年中） ・ サイバー補導による児童が被害となる事案の未
事業・取組の ・ ネット利用に起因する福祉犯検挙 然防止
具体的実施状 16件16人を検挙，18人の少年を保護 ・ 被害少年保護活動の推進
況 ・ 児童虐待事件の検挙件数 ・ 警察活動による児童虐待防止対策の推進

７件７人を検挙，７人の児童を保護
・ 児童虐待認知件数 117件

児童相談所への通告児童数 101人

事業・取組名 性犯罪等女性被害にかかる犯罪への迅速な対応【再掲】
(予算事業名) 所管課等 捜査第一課

事 業 主 体 県（警察本部） 予 算 額 H27 ー 千円 H28 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的
事業・取組の 性犯罪等の女性被害者の要望に応え，事件捜査による被害者の負担軽減を図る。
目的，概要

２ 概要
性犯罪等を認知した際，被害者の要望を踏まえた犯罪捜査や被害者支援活動に従事する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

性犯罪等の女性被害にかかる事案を認知後， 性犯罪等女性被害にかかる事案を認知した場合
事業・取組の 迅速な事件捜査による被疑者検挙に努め，被害 は，被害者感情を踏まえた上で，迅速的確な事件捜
具体的実施状 拡大や再発防止を図り，被害女性の身辺の安全 査を行い，被疑者の検挙により，被害の拡大・再発
況 対策を推進した。 防止を図ることとする。

また，被害者に対しては，「被害者支援の手 被害者に対しては，「被害者支援の手引き」を交
引き」を交付し，今後の刑事手続きの説明，カ 付し，以降の刑事手続きの説明，カウンセリング制
ウンセリング制度を教示するなど，被害者の事 度を教示するなど，東者の事件処理に対する不安の
件処理に対する不安の軽減を図った。 軽減を図ることとする。

施策の概要 ③子どもが安心して生活できる環境づくり

具体的施策 世代を超えた貧困の連鎖を防止するための自立の前提となる子どもの学びの支援

事業・取組名 育英財団貸付事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 総務福利課

事 業 主 体 （公財）鹿児島県育英財団 予 算 額 H27 478,326千円 H28 1,274,784千円
(当初予算額)

１ 高校生・大学生等に対する奨学金の貸与
目的 学業人物が優れているにもかかわらず経済的理由によって修学が困難な学生生徒に対し

て，学資金の貸与を行い，本県教育の発展を図る。
事業・取組の 概要 月額18,000円～64,000円（校種・公私通学区分による額）を在学中，貸与する。
目的，概要

２ 大学進学者に対する大学等入学時奨学金の貸与及び給付
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目的 進学に伴う経済的負担の軽減を図るとともに,本県の将来を担う有為な人材を育成する｡
概要 ３つの枠により，入学時費用８０万円を大学等入学前に貸与・給付する。

ア 経済的理由により大学等への進学が困難な者を支援するための入学時費用の貸与制度
イ 鹿児島の将来を担う人材を育成するための卒業後の県内定着を条件とした返還免除制度
ウ 経済的理由により大学等への進学が困難な者のうち，特に成績が優れている者への給付制度

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 高校・大学等奨学金の貸与人員 (単位：人) １ 高校・大学等奨学金の貸与人員 (単位：人)
事業・取組の 種 類 新規 継続 計 種 類 新規 継続 計
具体的実施状 高校奨学金 1,309 2,896 4,205 高校奨学金 1,660 2,801 4,461
況 大学等奨学金 42 214 256 大学等奨学金 100 180 280

合 計 1,351 3,110 4,461 合 計 1,760 2,981 4,741

２ 大学等入学時奨学金(9月補正予算で７２０,０００千円計上) ２ 大学等入学時奨学金
種 類 募集人員 応募者 採用者 種 類 募集人員 応募者 採用者

ア 一般 500 271 217 ア 一般 500
イ 地方創生 300 350 300 イ 地方創生 300
ウ 150周年記念特別 100 148 71 ウ 150周年記念特別 100

合 計 900 769 588 合 計 900

具体的施策 障害のある子どもの自立と社会参加に向けた特別支援教育の推進

事業・取組名 特別支援教育総合推進事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 特別支援教育室

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 5,289千円 H28 5,043千円
(当初予算額)

１ 目的
障害のある幼児児童生徒の教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支援を行うために，教

育，福祉，医療，保健，労働など関係機関との連携体制を構築し，幼稚園，小・中学校，高等学校
事業・取組の 等における特別支援教育の体制整備を図る。
目的，概要 ２ 概要

・ 障害のある幼児児童生徒に対する理解と認識の深化及び適切な就学の推進
・ 障害のある幼児児童生徒に対する総合的支援体制の整備
・ 特別支援学校の特別支援教育に係るセンター的機能の整備

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 教育支援委員会及び巡回教育相談の実施 １ 教育支援委員会及び巡回教育相談の実施
事業・取組の ・教育支援委員会における判断件数：217件
具体的実施状 ・巡回教育相談実施実績：８市町村 ２ 特別支援連携協議会の実施（県，地域，市町
況 ２ 特別支援連携協議会の実施 村）

・県，地域（振興局単位），市町村に設置 ３ 外部人材の活用による特別支援学校研修会の
・巡回相談による小中学校等支援：1,916回 実施
３ 外部人材の活用による特別支援学校研修会
の実施：24人

具体的施策 障害のある子どもに対する在宅サービスや放課後支援等，子どもの状況に配慮した適切
な支援

事業・取組名 障害児通所給付事業
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 1,024,492千円 H28 1,455,813千円
(当初予算額)

（障害児通所給付事業）
１ 目的

障害児が障害児通所支援事業所において受けた指定通所支援に要する費用の負担を行うことにより
事業・取組の 障害児の福祉の向上を図ることを目的とする。
目的，概要

２ 概要
児童福祉法の規定に基づき，事業を実施する市町村に対し，障害児通所給付費（通所給付決定を受

けた障害児が障害児通所支援を利用したときに要する費用）の支給に要する費用の一部を負担する。
（国１／２，県１／４，市町村１／４）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

（給付実績） 平成28年度においても引き続き，事業を実施す
事業・取組の 事業種別 給付額（千円） る。
具体的実施状 障害児通所給付費 １，３１５，７６９
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況 高額障害児通所給付費 ３，１１２
障害児相談支援給付費 ６３，２３０

計 １，３８２，１１１

事業・取組名 こども総合療育センター運営事業
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 99,369千円 H28 98,219千円
(当初予算額)

（こども総合療育センター運営事業）
１ 目的

障害児全般にわたる総合相談窓口を備え，発達障害児，知的障害児及び肢体不自由児を対象に，
事業・取組の 外来による診療・療育等を行う「こども総合療育センター」の運営及び各種事業を行うことを目的
目的，概要 とする。

２ 概要
子どもの心身の発達に関する保護者や地域からの様々な相談に応じるほか，発達障害，知的障害

及び肢体不自由又はその疑いのある子どもを対象に診療，療育及び地域療育支援等を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の ①障害児の保護者や地域からの相談に対する 平成28年度においても，引き続き事業を実施す
具体的実施状 助言・指導，②障害児の診療・療育，③各地域 る。
況 での巡回指導，④各地域の支援者への研修及び

指導，⑤地域療育支援体制づくりの支援，⑥発
達障害に関する相談，支援者等への研修及び指
導等を行うなど，障害児等に配慮した適切な支
援を行った。

事業・取組名 地域こども療育支援体制整備促進事業
(予算事業名) 所管課等 障害福祉課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 8,750千円 H28 5,568千円
(当初予算額)

（こども総合療育センター運営事業）
１ 目的

障害児全般にわたる総合相談窓口を備え，発達障害児，知的障害児及び肢体不自由児を対象に，
事業・取組の 外来による診療・療育等を行う「こども総合療育センター」の運営及び各種事業を行うことを目的
目的，概要 とする。

２ 概要
子どもの心身の発達に関する保護者や地域からの様々な相談に応じるほか，発達障害，知的障害

及び肢体不自由又はその疑いのある子どもを対象に診療，療育及び地域療育支援等を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の ①障害児の保護者や地域からの相談に対する 平成28年度においても，引き続き事業を実施す
具体的実施状 助言・指導，②障害児の診療・療育，③各地域 る。
況 での巡回指導，④各地域の支援者への研修及び

指導，⑤地域療育支援体制づくりの支援，⑥発
達障害に関する相談，支援者等への研修及び指
導等を行うなど，障害児等に配慮した適切な支
援を行った。

具体的施策 小児医療体制の整備

事業・取組名 医師勤務環境改善等事業
(予算事業名) （新生児医療担当医確保支援事業）【再掲】 所管課等 地域医療整備課

事 業 主 体 ＮＩＣＵを有する病院 予 算 額 H27 1,440千円 H28 1,440千円
(当初予算額)

１ 目的
過酷な勤務状況にある新生児医療担当医（新生児科医）の処遇を改善するため，出産後，新生児

事業・取組の 特定集中治療室（ＮＩＣＵ）に入る新生児を担当する医師に対して手当を支給する場合に，その費
目的，概要 用の一部を補助することにより，医師の確保を図る。

２ 概要
出産後ＮＩＣＵに入る新生児を担当する医師に対する手当と補助基準金（10千円/新生児１人入

院）を比較して低い方の額の１／３以内を補助する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
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事業・取組の
具体的実施状 ・対象施設数：３病院
況 実績なし ・手当支給件数：４３２件

・補助額：１，４４０千円

事業・取組名 小児救急電話相談事業【再掲】
(予算事業名) 所管課等 地域医療整備課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 8,730千円 H28 20,141千円
(当初予算額)

１ 目的
小児患者を持つ保護者等からの夜間における電話相談に対して，看護師等が症状に応じた適切な

助言を行い，夜間における小児科への患者集中の緩和や保護者等の不安の軽減を図り適切な医療を
事業・取組の 提供するとともに，安心して子どもを産み育てられる地域社会を形成するための電話相談体制を整
目的，概要 備することにより小児救急医療体制の充実を図る。

２ 概要
小児患者を持つ保護者等からの夜間の電話相談（病気，怪我，応急処置等）に対し，看護師等が

症状に応じた適切な助言を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

鹿児島県医師会に業務委託し，医療機関等に 鹿児島県医師会等に業務委託し，医療機関等に専
事業・取組の 専用電話を設置し，＃8000もしくは専用電話番 用電話を設置し，＃8000もしくは専用電話番号に架
具体的実施状 号に架電した保護者等に対し，相談員（専任の 電した保護者等に対し，相談員（専任の看護師）が
況 看護師）が助言を行った。 助言を行う。

・相談日数（時間帯） ・相談日数（時間帯）
３６６日（19時から23時まで） ３６５日

・相談件数 5,335件 （平日・土曜日：19時から翌朝８時まで）
（日祝・年末年始：朝８時から翌朝８時まで）

事業・取組名 小児救急医療拠点病院運営費補助【再掲】
(予算事業名) 所管課等 地域医療整備課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 39,446千円 H28 39,446千円
(当初予算額)

１ 目的
二次医療圏単位での小児救急医療体制の確保が困難な地域において，複数の二次医療圏を対象と

する小児救急医療拠点病院を整備し，休日及び夜間における入院治療を必要とする小児の重症救急
事業・取組の 患者の医療を確保する。
目的，概要

２ 概要
鹿児島市立病院を小児救急医療拠点病院として位置づけ，鹿児島，南薩二次医療圏を対象に，休

日及び夜間における小児の重症救急患者の医療を確保する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の 鹿児島市立病院を小児救急医療拠点病院とし 鹿児島市立病院を小児救急医療拠点病院として位
具体的実施状 て位置づけ，鹿児島，南薩二次医療圏を対象 置づけ，鹿児島，南薩二次医療圏を対象に，休日及
況 に，休日及び夜間における小児の重症救急患者 び夜間における小児の重症救急患者の医療を確保す

の医療を確保した。 る。
なお，小児の救急患者延べ数は4,013名であっ

た。

具体的施策 地域ぐるみで子どもの安全を守る環境の整備

事業・取組名 地域住民による主体的な自主防犯活動の促進
(予算事業名) 所管課等 生活安全企画課

事 業 主 体 県（県警本部） 予 算 額 H27 ー 千円 H28 745千円
(当初予算額)

１ 目的
青パトを始めとした防犯ボランティア団体等の活性化を図り，地域ぐるみで子どもの安全を守る

環境の整備を図る。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

地域住民等が行う自主防犯活動をより主体的な活動とするため，関係機関・団体と連携を図りな
がら支援を行う。
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Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

○ 防犯ボランティア団体代表者交流会の開催 ○ 防犯ボランティア団体代表者交流会の開催
事業・取組の 女性のみで構成されている防犯ボランティ ○ 「防犯ボランティアマニュアル」の作成・配布
具体的実施状 ア団体の代表者等を含む43名による交流会を ○ 防犯ボランティア団体に対する物品の無償貸付
況 開催 ○ 防犯ボランティア団体に対する防犯パトロール

○ 防犯ボランティア団体(20団体)に対する物 用品支援
品の無償貸付 ○ 青パト燃料費の支援

○ 防犯ボランティア団体(18団体)に対する防 （一財）鹿児島県警察協会予算を活用し，ガソ
犯パトロール用品支援 リン代を助成（助成額約155万円）

○ 青パト燃料費の支援 ○ 総合防犯情報配信システム等による地域安全情
（一財）鹿児島県警察協会予算を活用し， 報の提供

青パト１台あたり1,100円，総額約147万円の
ガソリン代を助成

○ 総合防犯情報配信システムによる情報提供
防犯ボランティア団体に地域安全情報を提供

施策の概要 ④社会全体で子どもを支える取組の促進

具体的施策 男女とも子育てに参画できる仕事と家庭の調和の実現に向けた気運の醸成と就業環境の
整備の促進

事業・取組名 「育児の日」普及事業
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 ー 千円 H28 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的
男女とも子育てに参画できる仕事と家庭の調和の実現に向けた気運の醸成と就業環境の整備の促

進
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

毎月19日の「育児の日」の普及・啓発を図るため，各地のイベント等で，既存のポスター等を活
用した広報活動により，その周知を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ イベントによるＰＲ １ イベントによるＰＲ
事業・取組の ・２０１５すこやかふれあいフェスティバル ・２０１６すこやかふれあいフェスティバル
具体的実施状 （開催日）平成27年5月23日(土)～24日(日) （開催日）平成28年5月21日(土)～22日(日)
況 （場所）鹿児島アリーナ （場所）鹿児島アリーナ

（来場者数）25,000人（実績） （来場者数）25,000人

２ 情報誌「クレセール」での広報 ２ 情報誌「クレセール」での広報

３ ポスターの掲示等 ３ ポスターの掲示等

４ 庁内放送によるＰＲ ４ 庁内放送によるＰＲ

事業・取組名 地域少子化対策強化事業
(予算事業名) （地域・家庭での男性の家事・育児参画応援事業） 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 5,634千円 H28 6,966千円
(当初予算額)

１ 目的
男性（父親）の家事・育児参加が不十分であることが少子化の要因の一つとなっているため，父

子手帳の作成・活用，男性の家事・育児応援サイトの開設，パパサークルの開設等を行い，男性
事業・取組の （父親）の積極的な育児参加を促進することにより，母親の過度な負担や育児負担の解消を図る。
目的，概要

２ 概要
男性の家事・育児参加や地域全体で子どもがいる世帯を応援する機運の醸成のため，
①男性の家事・育児応援サイトの開設
②イクメン養成講座の開催及びパパサークルの開設
③「育児の日」フォーラムの開催
を実施する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 父子手帳の作成 １ 父子手帳の作成
事業・取組の 作成部数 １５，０００部 作成部数 １５，０００部
具体的実施状 配付方法 市町村を通じ，母子健康手帳の 配付方法 市町村を通じ，母子健康手帳の
況 交付と合わせて配付 交付と合わせて配付

２ 「父子手帳」を活用した男性向け育児講座 ２ 男性の家事・育児応援サイトの開設
の開催 男性の家事・育児に対する関心を高め，より積
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県内３カ所で男性向け育児講座を開催 極的に取り組みたくなるようなサイトを開設
（実績）
・10月12日 奄美市 ３ イクメン養成講座の開催
・10月17日 鹿屋市 県内３カ所でイクメン養成講座を開催
・10月24日 鹿児島市
（参加者数） ４ パパサークルの開設

計１８０名 イクメンを目指したい男性を広く募集し，「か
ごしまパパサークル」（仮称）を開設

５ 「育児の日」フォーラムの開催
かごしまパパサークル（仮称）と連携し，「育

児の日」フォーラムを開催し，毎月19日の「育児
の日」を周知する。

事業・取組名 子育て応援企業登録事業
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 390千円 H28 389千円
(当初予算額)

１ 目的
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した旨を労働局に届け出ており，

従業員の仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業を「かごしま子育て応援企業」として登
事業・取組の 録し，広く県民に紹介することで社会的に評価される仕組みを作り，県内企業の子育て支援に対す
目的，概要 る自主的な取り組みを促進する。

２ 概要
(1) 「かごしま子育て応援企業」の登録

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した旨を労働局に届け出てお
り，従業員の仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業を「かごしま子育て応援企業」と
して登録する。

(2) 「かごしま子育て応援企業」のＰＲ
登録企業の名称・取組内容等を県ホームページ・広報誌，ハローワークや若者就職サポートセ

ンターにおける各就職窓口等において紹介する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

○ 登録企業数 315社（H28.3.31現在）
事業・取組の １ 制度説明の実施：労働セミナー １ 制度説明の実施：労働セミナー
具体的実施状 ２ 県ホームページ・広報誌等による制度案 ２ 県ホームページ・広報誌等による制度案
況 内，募集，取組内容紹介等 内，募集，取組内容紹介等

３ 募集チラシの作成：2，200部 ３ 募集チラシの作成：5，000部
４ 取組内容紹介リーフレットの作成：200冊 ４ 取組内容紹介リーフレットの作成：200冊
５ 登録案内文書の発送：約1500社 ５ 登録案内文書の発送
６ 企業の個別訪問：約20社 ６ 企業の個別訪問

事業・取組名 仕事と家庭両立支援事業
(予算事業名) 所管課等 雇用労政課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 63千円 H28 63千円
(当初予算額)

１ 目的
急な残業など，既存の保育では応じきれない変動的，変則的な需要に対応し，労働者が仕事と家庭

事業・取組の を両立し安心して働ける環境を整備するため，市町村におけるファミリー・サポート・センターの設
目的，概要 置を促進する。

２ 概要
国や市町村と連携を図りながら，ファミリー・サポート・センターの設置促進に努める。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

○ ファミリー・サポート・センター設置市町 １ 普及啓発リーフレットの作成
事業・取組の 14市町（14か所） ・ リーフレット 5，000部
具体的実施状 鹿児島市，和泊町，姶良市，薩摩川内市， ・ 市町村その他関係機関へ配布
況 鹿屋市，志布志市，霧島市，徳之島町， ２ 広報誌「労働かごしま」等における周知啓発

出水市,西之表市,枕崎市,いちき串木野市 ３ 未設置市町村への指導・助言
南さつま市，奄美市

１ 普及啓発リーフレットの作成
・ リーフレット 4，000部
・ 市町村その他関係機関へ配布

２ 広報誌「労働かごしま」等における周知啓発
３ 未設置市町村への指導・助言

具体的施策 地域全体で子育てや子どもの教育に取り組む体制づくり
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事業・取組名 郷土に学び・育む青少年運動推進事業
(予算事業名) 所管課等 青少年男女共同参画課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 4,586千円 H28 4,539千円
(当初予算額)

１ 目的
次代の鹿児島を担う青少年を育成するため，青少年の自立の精神と豊かな感性のかん養，国際的

感覚やふるさとを愛する心の醸成を目的とした「郷土に学び・育む青少年運動」を推進し，青少年
事業・取組の 活動や青少年育成活動の普及・啓発を図る。
目的，概要 ２ 概要

「郷土に学び・育む青少年運動」の普及・啓発を図るため，各地域の現状や課題等を把握したり
青少年育成コーディネータ－への指導・助言等を行う等，青少年育成指導員の資質の向上を図って
いる。

また，青少年育成のための県民運動の推進機関である鹿児島県青少年育成県民会議へ補助を行い
「家庭の日」における取組の推進を図っている。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

「郷土に学び・育む青少年運動」 「郷土に学び・育む青少年運動」
事業・取組の ①青少年運動推進事業 ①青少年運動推進事業
具体的実施状 ・青少年育成指導員による市町村指導 ・青少年育成指導員による市町村指導
況 ・青少年育成推進員の活動活性化 ・青少年育成推進員の活動活性化

（青少年育成推進員手帳の作成・配布） ・明るい家庭づくり実践講座（年48箇所予定）
・明るい家庭づくり実践講座(58箇所) ②運動広報事業

②運動広報事業 ・広報誌「せっぺとべ」の発行(7,11,3月発行）
・広報誌「せっぺとべ」の発行 ・「家庭の日」絵画,ポスター,標語の募集予定
・「家庭の日」絵画,ポスター，標語の募集 (入賞作は，青少年会館ほか県内4箇所で展示）

(県青少年会館，鹿屋市中央公民館，プラッ
セだいわ種子島店，奄美文化センター，山
形屋で展示)

具体的施策 家庭教育における子育てに関する情報提供及び相談体制の充実

事業・取組名 地域ぐるみの家庭教育支援事業
(予算事業名) 所管課等 社会教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 3,809千円 H28 3,809千円
(当初予算額)

１ 目的
全ての保護者が自分の子育てに自信を持ち，楽しみながら安心して子育てをすることができるよ

う，家庭，学校，地域，企業等の様々な機関・団体が連携し，地域ぐるみで家庭教育を支援してい
事業・取組の く気運の醸成を図る。
目的，概要 ２ 概要

(1) 家庭教育推進委員会の開催 (4) 家庭教育支援モデル形成事業(事業実施市町への補助)
(2) 家庭教育学級研修会 (5) 広報・啓発
(3) 家庭教育支援員研修会 (6) 企業の理解促進

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 家庭教育推進委員会の開催（年2回） １ 家庭教育推進委員会の開催（年2回）
事業・取組の ２ 家庭教育学級研修会 ２ 家庭教育学級研修会
具体的実施状 鹿児島会場 平成27年5月15日 146人参加 鹿児島会場 平成28年5月17日
況 大島会場 平成27年5月30日 140人参加 大島会場 平成28年5月29日

３ 家庭教育支援員研修会 ３ 家庭教育支援員研修会
大島会場 平成27年10月１日～２日 22人受講 大島会場 平成28年10月６日～７日
鹿児島会場 平成27年10月15日～16日 36人受講 鹿児島会場 平成28年10月25日～26日

４ 家庭教育支援モデル形成事業 ４ 家庭教育支援モデル形成事業
(事業実施市町への補助…県内５市町) (事業実施市町への補助…県内５市町)

５ 広報・啓発 ５ 広報・啓発
・保護者向けリーフレットの作成･配布 ・保護者向けリーフレットの作成･配布
（187,600部 小･中･高等学校保護者等） （195,000部 小･中･高等学校の保護者等）

・県ホームページの活用 ・県ホームページの活用
・大型商業施設等，多くの親子が集まる場所で ・大型商業施設等，多くの親子が集まる場所での

の広報啓発活動を３か所で実施 広報啓発活動
６ 企業の理解促進 ６ 企業の理解促進

・企業団体等への協力依頼説明(6事業所) ・企業団体等への協力依頼説明
・企業向けリーフレットの作成･配布(8事業所) ・企業向けリーフレットの配布

事業・取組名 家庭教育支援キャラバン事業
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(予算事業名) 所管課等 社会教育課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 － 千円 H28 3,135千円
(当初予算額)

１ 目的
大型商業施設やイベント等の多くの方が集まる場所等において，家庭教育支援に関する情報提供や

広報活動を関係部局や関係機関・団体等と連携して行うことにより，県民全体が家庭教育について理
事業・取組の 解と認識を深め，地域全体で家庭教育を支援していく気運を高める。
目的，概要 ２ 概要

大型商業施設やイベント等での家庭教育に関する情報提供，広報活動（県内３会場）
＜情報提供及び広報活動例＞
(1) ステージ発表（社会教育関係団体，ボランティア団体，ＮＰＯ等との連携）
(2) 親子ふれあい体験ブース（社会教育施設等の教育機関との連携）
(3) 悩み相談コーナー（県民生活局，保健福祉部等との連携）
(4) 展示コーナー（農政部，県民生活局，関係団体，市町村，ＮＰＯ等との連携）

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 大隅会場
事業・取組の ・期日 平成28年７月３日(日)
具体的実施状 ・場所 リナシティかのや（鹿屋市）
況

２ 大島会場
・期日 平成28年10月８日(土)
・場所 ＡｉＡｉひろば （奄美市）

３ 鹿児島会場
・期日 平成29年１月21日(土)
・場所 かごしま県民交流センター（鹿児島市）

施策の方向 (8)災害により困難に直面する男女のニーズへの配慮と女性の参画拡大による防災・災害
復興対策の推進

施策の概要 ① 防災分野の政策・方針決定過程や防災の現場における女性の参画拡大

具体的施策 女性の消防団員の確保や女性の消防職員の採用等の促進

事業・取組名 （一財）鹿児島県消防協会への事業補助
(予算事業名) 所管課等 消防保安課

事 業 主 体 県（（一財）鹿児島県消防 予 算 額 H27 1,000千円 H28 1,000千円
協会への事業補助） (当初予算額)

事業・取組の 消防職・団員の充実強化及び防火思想の普及徹底を図るため，（一財）鹿児島県消防協会が行う事
目的，概要 業のうち，教育訓練事業，火災予防啓発事業，表彰事業に係る経費の２分の１以内で，1,000千円を

限度に補助金を交付する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

１ 第21回女性消防団員活性化大会 １ 第22回女性消防団員活性化大会
事業・取組の 千葉県で開催された大会に消防団員145名が 大会参加により，女性消防団員の取り組みや活
具体的実施状 参加した。(10月29日) 動について，幅広い視野と知識習得が図られ活動
況 の活性化につなげる。（予定：6月3日：札幌）

２ 第８回女性消防団員研修会 ２ 第９回女性消防団員研修会
県内の女性消防団員が一堂に会し，女性消 県内の女性消防団員に対し，女性消防団員の活

防団員の活動等に対する事例発表，講演など 動等に対する事例発表，コミュニケーション能力
の研修を行った。（2月13日：奄美市：参加者 向上などの研修を行う。（予定：2月4日：いちき
234名） 串木野市）

３ 第15回消防団幹部候補中央特別研修 ３ 第16回消防団幹部候補中央特別研修
消防団の幹部候補として活躍が期待される 消防団の幹部候補として活躍が期待される女性

女性消防団員2名（いちき串木野市，西之表 消防団員を，日本消防協会が行う同研修に派遣す
市）を日本消防協会が行う同研修に派遣し る。（2月15日～17日：東京）
た。(2月17日～19日：東京)

４ 県消防関係功労者表彰式 ４ 県消防関係功労者表彰式
消防関係の国・日本消防協会表彰の伝達及 消防関係の国・日本消防協会表彰の伝達及び

び県・県消防協会表彰を実施した。（4月15日 県，県消防協会表彰を実施した。（4月13日:県
：県庁講堂） 庁講堂）

事業・取組名 一般火災予防指導事業
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(予算事業名) 所管課等 消防保安課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 40千円 H28 38千円
(当初予算額)

１ 目的
鹿児島県内の婦人防火クラブの健全な育成並びに婦人防火クラブ相互の連絡提携を密にし，

もって火災予防思想の普及に寄与することを目的とする。
事業・取組の
目的，概要 ２ 概要

県婦人防火クラブ連絡協議会において，婦人防火クラブ研修会を実施し，女性による火災
予防の育成強化及び防火思想の啓発を図る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

平成27年度婦人防火クラブ研修会 平成28年度婦人防火クラブ研修会
事業・取組の
具体的実施状 １ 日 時 平成27年11月26日 １ 日 時 平成28年11月開催予定
況 ２ 開催場所 薩摩川内市消防局 ２ 開催場所 県消防学校

３ 参 加 者 人数105名 婦人防火クラブ員 86名 ３ 参 加 者 人数 約100名
引率者 19名 婦人防火クラブ員及び引率者

４ 研修内容 消火・煙体験 ４ 研修内容 消火・煙体験
防火講話 防火講話
各婦人防火クラブ活動発表 他 各婦人防火クラブ活動発表 他

具体的施策 女性のリーダーの養成の促進

事業・取組名 防災研修センター整備推進事業
(予算事業名) （防災研修センター管理運営事業） 所管課等 危機管理防災課

事 業 主 体 県（(一財)県消防協会へ 予 算 額 H27 22,981千円 H28 22,981千円
委託） (当初予算額)

１ 目的 被災時においては，平時の固定的性別役割分担意識が強化され，男女で異なるニーズや状
況が配慮されないことがあることから，防災分野に女性の参画を拡大するとともに，男女共

事業・取組の 同参画の視点を取り入れた防災体制を確立する取組を推進する。
目的，概要

２ 概要 防災研修センター（指定管理者として(一財)県消防協会に管理運営を委託）が開催する県
地域防災リーダー養成講座等において，女性の防災リーダー養成を促進する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 ① 県地域防災リーダー養成講座の開催 ① 県地域防災リーダー養成講座の開催
況 ・ （台風により中止） ・ 平成28年７月23～24日

② 県地域防災リーダー養成講座（錦江町）の
開催 ・ 平成27年12月５～６日 ② 県地域防災リーダー養成講座の開催（和泊町）

具体的施策 女性警察官の採用・登用の拡大

事業・取組名 女性警察官の採用・登用の拡大
(予算事業名) 所管課等 警務課

事 業 主 体 県（警察本部） 予 算 額 H27 ー 千円 H28 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的
災害対策を含め，昨今の様々な警察事象に柔軟に対応するためには，女性の視点を一層反映した

業務推進に努めることが重要である。
事業・取組の 女性警察官の採用・登用拡大については，これまでも計画的に推進してきたところであり，女性
目的，概要 警察官数及び女性警察官の幹部職員数も増加傾向にあることから，今後も引き続き，女性警察官の

採用・登用拡大に努める必要がある。
２ 概要

女性警察官の採用・登用拡大の計画的に推進する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 女性警察官の採用・登用拡大に努め平成27年 女性警察官の採用・登用拡大を計画的に推進す
況 度の採用者数に占める女性警察官の割合は前年 る。

比3.3％増加，巡査部長以上の階級にある女性警
察官数も前年比0.7％増加した。
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施策の概要 ②男女共同参画の視点を踏まえた防災・災害対応

具体的施策 「県地域防災計画」の見直し

事業・取組名 「県地域防災計画」の見直しの推進
(予算事業名) 所管課等 危機管理防災課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 － 千円 H28 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的 被災時においては，平時の固定的性別役割分担意識が強化され，男女で異なるニーズや状
事業・取組の 況が配慮されないことがあることから，防災分野に女性の参画を拡大するとともに，男女共
目的，概要 同参画の視点を取り入れた防災体制を確立する取組を推進する。

２ 概要 男女双方の視点に十分配慮すべき事項を盛り込んだ県地域防災計画の見直しを行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の 平成24年度の地域防災計画の見直しに当た 災害対策基本法の改正等を踏まえ，県地域防災計
具体的実施状 り，避難所の運営に関して，女性や子育て家庭 画の見直しを推進していく。
況 のニーズに配慮するよう努めることや，妊産婦

及び乳幼児への対策及び支援活動等，現時点で
必要と思われる事項について改正したことか
ら，25～27年度は特に見直しは行っていない。

具体的施策 市町村における「地域防災計画」の策定促進

事業・取組名 市町村地域防災計画見直し促進に関する助言
(予算事業名) 所管課等 危機管理防災課

事 業 主 体 県 予 算 額 H27 － 千円 H28 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的 被災時においては，平時の固定的性別役割分担意識が強化され，男女で異なるニーズや状
事業・取組の 況が配慮されないことがあることから，防災分野に女性の参画を拡大するとともに，男女共
目的，概要 同参画の視点を取り入れた防災体制を確立する取組を推進する。

２ 概要 市町村の地域防災計画について，男女共同参画の視点を踏まえた見直しを行うよう助言す
る。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

事業・取組の ・地域防災計画の見直しについて要請 地域防災計画に見直しに当たっては，男女双方の
具体的実施状 視点に配慮して行うよう，引き続き市町村に要請し
況 （地域防災計画記載市町村数） ていく。

・男女双方の視点に配慮した避難所の運営
28市町村

具体的施策 市町村における「避難所管理運営マニュアル」の策定促進

事業・取組名 市町村における「避難所管理運営マニュアル」の策定促進
(予算事業名) 所管課等 社会福祉課

事 業 主 体 市町村 予 算 額 H27 ー 千円 H28 ー 千円
(当初予算額)

１ 目的 県において平成１９年度に「避難所管理運営マニュアル」を策定し，その中で避難所にお
ける女性のニーズに配慮した生活用品の配備，着替えや授乳場所の確保などプライバシーに

事業・取組の 配慮したスペースづくりなどを具体的に記載して，各市町村の策定するマニュアルに反映で
目的，概要 きるよう，取り組んでいる。

２ 概要 市町村が策定する避難所管理運営マニュアルにおいて，女性のニーズ等に配慮すべき事項
を盛り込んだマニュアルを策定していただくよう依頼する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 ・平成２７年５月２９日に市町村等職員を対象 ・市町村等職員を対象とした「災害救助事務担当職
況 とした「災害救助事務担当職員研修会」を開催 員研修会」を開催し，避難所管理運営マニュアルの

し，避難所管理運営マニュアルの策定促進につ 策定促進について要請を行う。
いて要請する予定であったが，口永良部島の噴 また，市町村に対し実施する福祉避難所指定状況
火によりできなかったが，市町村に対し実施す 等の調査結果の公表及び市町村への文書要請によ
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る福祉避難所指定状況等の調査結果の公表及び り，福祉避難所の指定の促進について要請を行う。
市町村への文書要請により，福祉避難所の指定 なお，市町村への国の避難所運営に係る指針等の
の促進について要請した。 送付に併せて，福祉避難所の指定の促進について要

請を行う。

具体的施策 災害ボランティア活動の支援

事業・取組名 ボランティア活動促進事業
(予算事業名) （災害ボランティアリーダー養成研修会） 所管課等 社会福祉課

事 業 主 体 県社会福祉協議会 予 算 額 H27 11,709千円 H28 11,416千円
(当初予算額)

事業・取組の 県内外で大規模災害が発生した際に，迅速かつ効果的な災害ボランティア活動を目指し，災害ボラ
目的，概要 ンティアリーダーとして主導的役割を担える人材の確保，また，平常時から地域防災災害ボランティ

アに対する意識を高め，併せて関係機関とのネットワークを構築するための研修会を開催する。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画

・県防災訓練災害ボランティアセンター設置・ ・災害ボランティアセンター運営支援者養成講座
事業・取組の 運用訓練 10月実施予定
具体的実施状 ①県総合防災訓練（長島町） 参加予定人員 50人
況 期日5/21 参加者 約１１６人

②桜島火山爆発総合防災訓練
期日1/12 参加者 約１０３人

・災害ボランティアセンター運営支援者養成講
習会の開催

期日10/8 参加者３２人

施策の概要 ③女性，高齢者，外国人等にも配慮した防災教育及び防災情報提供の促進

具体的施策 防災に関する知識の普及，学習機会の拡充の促進

事業・取組名 防災研修センター整備推進事業
(予算事業名) （防災研修センター管理運営事業）【再掲】 所管課等 危機管理防災課

事 業 主 体 県（(一財)県消防協会へ 予 算 額 H27 22,981千円 H28 22,981千円
委託） (当初予算額)

１ 目的 地域の防災力向上を図るため，女性，高齢者，外国人など，地域における生活者の多様な
事業・取組の 視点にも配慮して，防災教育や防災知識の普及，防災情報の提供の促進に努める。
目的，概要

２ 概要 防災研修センター（指定管理者として(一財)県消防協会に管理運営を委託）において，地
域住民を対象とした総合的な学習・研修の実施や情報提供等を行う。

Ｈ２７年度の実績 Ｈ２８年度の計画
事業・取組の
具体的実施状 ① 防災研修センターの利用者数 16,108人 ① 防災研修センターの活用の推進
況 （うち来館者6,002人，出前講座受講者

10,106人） ② 活動内容
・ふれあい防災教室

② 活動内容 ・出前講座
・ふれあい防災教室 ・地域防災リーダー養成講座 等
・出前講座
・地域防災リーダー養成講座 等
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